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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) ― ― ― 2,118,6531,131,293

経常利益又は損失
（△は損失）

(千円) ― ― ― 155,370△328,287

当期純利益又は損失
（△は損失）

(千円) ― ― ― 73,440△1,004,853

純資産額 (千円) ― ― ― 1,109,606335,869

総資産額 (千円) ― ― ― 1,971,960824,909

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― 94,789.5719,038.61

１株当たり当期純利益
又は損失（△は損失）

(円) ― ― ― 6,339.08△86,367.84

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― 6,118.42 ―

自己資本比率 (％) ― ― ― 56.0 34.5

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― △144.1

株価収益率 (倍) ― ― ― 65.3 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― △27,070 165,424

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― △285,216△463,442

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― ― 272,450 214,990

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) ― ― ― 517,810 434,782

従業員数 (名) ― ― ― 31 29

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第５期から連結財務諸表を作成しておりますので、第４期以前については記載しておりません。

３　第５期から連結財務諸表を作成しておりますので、第５期の自己資本利益率については記載しておりません。

４　第６期は当期純損失を計上しておりますので、第６期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については記載

しておりません。

５　第６期は当期純損失を計上しておりますので、第６期の株価収益率については記載しておりません。

６　純資産額の算定にあたり、第５期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 1,002,6891,460,2041,788,9281,863,508669,999

経常利益又は損失
（△は損失）

(千円) 104,740 166,856 180,563 69,910△391,940

当期純利益又は損失
（△は損失）

(千円) 59,530 97,709 105,684 30,694△1,033,729

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ─ ─ ─ ─ ─

資本金 (千円) 78,250 78,250 322,625 326,600 430,790

発行済株式総数 (株) 4,620 9,240 11,540 11,646 15,091

純資産額 (千円) 191,995 289,7041,023,2891,061,173209,294

総資産額 (千円) 419,788 609,3761,489,2741,877,563783,181

１株当たり純資産額 (円) 41,557.3931,353.3288,673.2591,119.1313,989.33

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
―
(─)

―
(─)

―
(─)

―
(─)

―
(─)

１株当たり当期純利益
又は損失（△は損失）

(円) 15,197.8310,574.639,500.502,649.42△88,849.77

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ─ ─ 9,073.572,557.20 ―

自己資本比率 (％) 45.7 47.5 68.7 56.5 26.7

自己資本利益率 (％) 52.2 40.6 16.1 2.9 △162.7

株価収益率 (倍) ─ ─ 37.89 156.26 ─

配当性向 (％) ─ ─ ─ ─ ─

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 95,399 △50,260△112,867 ─ ─

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △8,697 △6,070 △125,045 ─ ─

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 95,779 △2,330 625,920 ─ ─

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 228,301 169,640 557,648 ─ ─

従業員数 (名) 33 27 31 18 12
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(注) １　当社は、第２期、第３期及び第４期まで関連会社を有していないため、また第５期より連結財務諸表を作成して

いるため、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。

２　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、第２期及び第３期は、新株予約権を発行しております

が、当社株式は非上場かつ非登録のため、期中平均株価の把握ができませんので記載しておりません。また、第

６期においては、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

３　第２期及び第３期の株価収益率については、当社株式は非上場かつ非登録のため、記載しておりません。また、

第６期においては、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

４　当社は、第５期より連結財務諸表を作成しているため、当事業年度に係るキャッシュ・フロー指標については

記載しておりません。

５　当社は、平成15年７月４日付けで株式１株を４株に分割いたしました。これにより、発行済株式総数は3,090株

増加し、4,120株となりました。また、平成16年７月16日付で株式１株を２株に分割いたしました。これにより、

発行済株式総数は4,620株増加し、9,240株となりました。なお、1株当たり当期純利益金額は、期首に分割が行

われたものとして計算しております。

６　純資産額の算定にあたり、第５期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。
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２ 【沿革】

　

年月 概要

平成14年６月 東京都渋谷区に株式会社ナウローディン(資本金30,000千円)を設立

平成14年６月 情報ポータルサイト内でコスメサイトをプロデュース

大手通販化粧品Ｗｅｂサイトをプロデュース

平成14年７月 携帯電話端末向け公式コンテンツの企画・運営サービスを開始

平成15年７月 ディレクションユニットとして東京都渋谷区に「２ｎｄオフィス」（第２事務所）を開設

携帯電話端末向けの着信ボイスサイトをプロデュース

平成15年12月携帯電話端末向けの人気アニメキャラクター待受けサイトをプロデュース

平成16年１月 医療機関向けフリーペーパー「ハロー！ヘルス」創刊

平成16年３月 携帯電話端末向けの洋楽系着信メロディサイトをプロデュース

平成16年６月 商号を株式会社NowLoadingに変更

中堅住宅メーカーの社名変更に伴うブランディング・ＣＩ戦略提案・実施

平成16年11月企業間提携によるプレミアム商品開発、パブリシティーによる商品認知度獲得支援を実施

平成17年２月 就職・転職支援サービス会社向けＷｅｂサイト企画・制作、

パブリシティーによる事業認知度獲得支援を実施

平成17年６月 名古屋証券取引所セントレックスへ上場

平成17年７月 大手コーヒーショップチェーンのフリーペーパーをプロデュース

平成18年１月 医療モール運営会社への資本参加及び業務支援

平成18年４月 株式会社インスタイル設立（100％子会社）

平成18年５月 株式会社Japan Produce（現：ビーフォーシー）設立（100％子会社）

平成18年12月風力発電メーカーグループの「エコプロダクツ2006」出展をプロデュース
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３ 【事業の内容】

当グループは、当社、連結子会社２社、関連会社１社及びその他の関連会社１社で構成されております。

当グループは、顧客企業の有する経営リソース(事業アイデア、商品・サービス、販売網、ブランド、遊休資

産、人材など) を活用し、総合的に戦略および戦術を立案・実行することで顧客企業の事業および収益の拡

大を支援する一連のサービス活動をセールスプロデュース事業と称し、これを主たる事業としております。

セールスプロデュース事業においては、顧客企業とのネットワークおよび既存案件から得たノウハウを

活用することで、従来、新規事業進出や拡販を図る際に企業が個別に発注していた各種専門サービス（コン

サルティング、広告、販促、企画・制作・開発など）を、顧客のニーズや課題に応じて、効果的に組み合わせ

て実行することを特徴としております。

プロジェクトの遂行に要するこうした機能を一元管理することにより、費用対効果の最適化や、期間短

縮、外注管理に伴う顧客企業の負担軽減を実現しております。

当グループのセールスプロデュース事業の事業概念図は以下のとおりです。

　

　

事業のスタイルは、顧客企業の「パートナー」として、当社の保有するマーケティングノウハウやネッ

トワークを活かした戦略の策定や実行支援を行なっております。代表的な事例としては、販売計画立案か

らイベントの企画・運営、パブリシティーを活用した需要創出、販路開拓までを一貫して行い、ブランド

資産の有効活用と拡販を実現した事例や、顧客囲い込みのためのフリーペーパーの企画制作を実施した

事例などがあります。また、子会社を中心にモバイルコンテンツのプロデュースを行っております。具体

的には、コンテンツプロバイダーからの発注を受け、移動体通信事業者への企画提案から外部制作スタッ

フ・システム開発会社を活用した制作・開発の進行管理、提供コンテンツの管理・更新・運用を行って

おります。その他、Ｗｅｂサイトやイベントなどのプロデュースを行なっております。

　

　(1) 当グループの収益形態について

当グループは、セールスプロデュースというサービスを提供する対価として、プロデュース料を収受い

たします。また、セールスプロデュースを実施する一環として、商品販売による売上高も計上いたします。

当社サービスの対価であるプロデュース料の決定にあたっては、固定金額の場合もあれば、「プロ

フィットシェアモデル」（成功報酬型収益モデル）の場合もあり、当該「プロフィットシェアモデル」
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は、当社のビジネスモデル上の大きな特徴であります。

「プロフィットシェアモデル」は、顧客企業に提供するサービスの対価（初期費用及びサービス料）

の全部または一部を受注案件に応じ当社が負担する代わりに、プロジェクトから得られる収益又は利益

をシェアする収益モデルです。このモデルを導入する場合、原則として顧客企業、当グループ、パートナー

企業の３社間で事前に合意した比率に基づき収益を配分する方式をとっております。

これにより、顧客企業においては、初期投資リスクの軽減やプロジェクトの迅速な遂行が可能となりま

す。当社においては、パートナー企業とのリスク分担による負担軽減と顧客の経営資源を活用した事業の

拡大や、継続収入の確保が可能となります。またパートナー企業においても、自社の資源の活用と継続収

入の確保を図ることができます。
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４ 【関係会社の状況】
　

会社名 住所
資本金
(千円)

主な事業内容

議決権の
所有割合(％)
[議決権の

被所有割合(％)]

当社との
関係

(連結子会社)

東京都
渋谷区

300,000

モバイルコンテンツプロデュー
ス事業
携帯電話向けコンテンツの企画
・運営

83.3
役員の兼任１名
当社は資金の借
入があります。

株式会社
インスタイル
(注)

株式会社
ビーフォーシー
(注)

東京都
渋谷区

50,000
営業広告支援を中心とするセー
ルスプロデュース業務

100
役員の兼任２名
当社は資金の借
入があります。

 (持分法適用関連会社)
 アクアプレス
 株式会社

神奈川県
大和市

3,300
情報提供サービス及びインター
ネット関連事業

36.36 ―

 (その他の関係会社)
東京都
港区

340,000
ライセンスアライアンス事業及
びインターネット事業 

[22.1] ―株式会社
東方ネットジャパン

(注) １　特定子会社であります。

２　株式会社インスタイルについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。

主要な損益情報等　①売上高　　　366,762千円

　　　　　　　　　②経常利益　　70,711千円

　　　　　　　　　③当期純利益　38,454千円

　　　　　　　　　④純資産　　　394,283千円

　　　　　　　　　⑤純資産　　　461,022千円　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

(平成20年３月31日現在)

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

セールスプロデュース事業 29

合計 29

(注)　従業員数は、就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

(平成20年３月31日現在)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

12 32.1 1.7 4,399

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ内での出向者を含む就業人員

であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金(時間外勤務手当)を含んでおります。

３　前事業年度末に比べ、従業員数が６名減少していますが、この減少は主に当社から連結子会社への転籍による

ものであります。

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

　

　

EDINET提出書類

株式会社ＮｏｗＬｏａｄｉｎｇ(E05489)

有価証券報告書

  8/106



第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、上半期には米国住宅市場の大幅調整等による米国経済の減速

懸念や、加えて原油価格・原材料などの高騰や個人消費の伸び悩みなどの懸念材料があり、下半期には輸

出企業における為替の影響等により、企業収益の改善や設備投資に減速感がみられるなど、景気回復は停

滞状態となってきました。

広告業界については「2007年（平成19年）日本の広告費」（株式会社電通）によりますと、日本経済

の景気回復を背景に、2007年の総広告費は7兆0,191億円、前年比101.1％と前年から微増となりました。

こうした環境の中、当社は顧客企業の事業収益を支援するセールスプロデュース事業を積極的に推進

してまいりました。主な実績としましては、企業アライアンスを主軸とした新規クライアント（出版会社

等）との取引が成立し、さらに継続受注しておりますエステティックサロンの広告販促支援等を中心に

取り組んでまいりました。

セールスプロデュース事業につきましては、年々案件の規模が大きくなってきております。そのため、

企画段階から成約に至るまでのプロセスが長期にわたるプロジェクトが多くなり、またクライアントと

の調整の遅れなどから企画倒れとなる案件が発生し、中間期末に続き、本決算でも持ち越し案件が発生し

たため、売上、利益とも未達成に終わりました。

また、本社の固定資産、セールスプロモーション業務に関する販売権とソフトウェアにつきましては、

将来の回収可能性を検討した結果、当期末において減損損失（321百万円）を致しました。さらに、業務提

携に伴う株式の持合で保有する有価証券の時価が著しく下落したものならびにベンチャー企業に対して

投資している有価証券の評価額が著しく低下したため、投資有価証券評価損（259百万円）を計上致しま

した。

この結果、当連結会計年度の売上高は1,131,293千円（前連結会計年度比46.6％減）、営業損失は

310,074千円（前連結会計年度は171,654千円の営業利益）、経常損失は328,287千円（前連結会計年度は

155,370千円の経常利益）、当期純損失は1,004,853千円（前連結会計年度は73,440千円の当期純利益）

となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、期首に比べて83,028千円減

少し、434,782千円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は165,424千円（前連結会計年度は27,070千円の使用）となりました。

これは主として、税金等調整前当期純損失の計上913,757千円の資金減少があったものの、投資有価証

券評価損259,853千円、減損損失321,638千円、売上債権の減少513,066千円等の資金増加があったことの

結果によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は463,442千円（前連結会計年度比62.5％増）となりました。

これは主として無形固定資産の取得による支出270,262千円、投資有価証券の取得による支出188,632
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千円があったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は214,990千円（前連結会計年度比21.1％減）

となりました。

これは主に株式の発行による収入208,380千円によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。

　

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％)

セールスプロデュース事業 1,139,551 72.9

合計 1,139,551 72.9

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績の内訳は、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

セールスプロデュ－ス事業 1,131,293 △46.6

合計 1,131,293 △46.6

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先名

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

㈱エシックス 403,000 19.0 － －

㈱ビューティアド 397,536 18.8 196,445 17.3

㈱エクシング 348,921 16.5 280,669 24.8

エム・ティー・ヴィー・ジャパン㈱ 227,226 10.7 － －

㈱アイ・ウェイブ・デザイン 50,000 2.4 150,000 13.3

㈱総合科学出版 － － 150,000 13.3

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

会社が対処すべき課題として、以下を重点的に取り組んでまいります。

①　事業認知度の向上

当社の事業である顧客企業の収益拡大支援を専門的に行うセールスプロデュースの一般的な認知度

は低いため、当社事業内容の認知度を高めていく必要があります。当社としては、セールスプロデュー

ス事業の認知度を高めることができれば、当社の収益機会も増すであろうと考えております。このた

め、積極的なＰＲ活動などによりセールスプロデュース事業の認知度向上を推進していく方針であり

ます。

②　プロフィットシェアモデルの拡大

当社が提供しているセールスプロデュース事業は、顧客企業の有する経営リソース(事業アイデア、

商品・サービス、販売網、ブランド、遊休資産など) を活用し、総合的に戦略および戦術を立案・実行す

ることで顧客企業の事業収益の拡大を支援する一連のサービス活動であります。当社のサービス活動

の中には、顧客企業と共同でプロジェクトを立ち上げ、当該プロジェクトから得られる利益を顧客企業

とシェアすることで対価を得るビジネスモデルも含まれます(プロフィットシェアモデル)。このプロ

フィットシェアモデルは、当社にとって継続的な収益をもたらす事業形態であるため、当社収益を安定

的に拡大するために、同モデルの適用の拡大に努めてまいります。

③　新規人材の採用と教育

当社が提供するサービスの質を向上し、事業を拡大するためには人材が極めて重要な役割を果たし

ます。そのため、優秀な人材を積極的に採用するとともに、教育による人材のスキル向上を推進してま

いります。

④　グループ中長期事業計画の再構築

当社グループは、子会社を含め３社により事業シナジーの明確化や対顧客戦略の共有化など、情報の

共有と営業の協力体制を強化し、流通事業会社からのプロデュース案件や、フードサービス企業、アパ

レル企業、食品メーカー企業などの細分化・多様化するクライアントニーズに対応できる体制に早期

再編成を行い業務の効率化を図ってまいります。さらにアライアンスパートナー企業との連携を強化

し、収益の拡大等に努めることにより黒字化を図る予定です。

⑤　財務体質の改善

当社は、これまではセールスプロデュースが主力であり、本来多額な資金を（仕入）原価とするよう

なビジネスモデルではありませんでした。しかし、多様化するクライアントニーズへの対応に向けて、

新たに参入する事業や事業のプロジェクト化への資金投入が不可欠であると考えております。そのた

めに現在、新たな資金調達の検討を行っております。今後とも積極的に新規クライアントとの事業展開

を推進すると同時に、財務基盤の強化を図っていく予定です。
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４ 【事業等のリスク】

当社の経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがあり

ます。なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社が判断したもので

あります。

　

(1) 当社の事業内容に起因するリスクについて

①　プロフィットシェアモデルについて

プロフィットシェアモデルにおいては、顧客企業の業績等の影響により、当社に計画当初の予測通り

の売上高または利益が発生しない可能性や、顧客企業の抱えるリスク(法的規制、システムダウン、ウイ

ルス・ハッカーによる被害等)のうち当社では管理できない要因によって当社の収益が間接的に影響

を受ける可能性等があります。 

これらの事態が発生した場合、顧客企業との間でシェアする金額も減少し、結果として初期導入コス

トの回収が遅れる等、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

ただし、初期コストの比重が高い開発案件等については、初期コストの負担比率を下げる(初期コス

トに対する顧客企業からの対価の比率を上げる)、システム開発のパートナー企業に対しても、コンテ

ンツ等の収益に応じた支払を行う契約を締結する等で、リスクの軽減措置を採っております。

　

②　競合について

当社が展開するセールスプロデュース事業に関しては、モバイルコンテンツプロバイダー、コンサル

ティング会社、ソフトウェア制作・開発会社、広告代理店等の複数の企業により、ビジネス戦略の企画

立案、システム開発や、企業および製商品の広告宣伝や販売促進等、当社と類似のサービスが提供され

ております。

しかし、当社が推進するセールスプロデュース事業は、各種専門サービスを個別受注するのではな

く、顧客企業とのネットワークおよび既存案件から得たノウハウを活用しながら、顧客の事業拡大や売

上拡大支援におけるニーズや課題に応じて、総合的に戦略および戦術を立案・実行していくという点

で差別化を図っており、現在のところ当社と直接の競合となる企業は少ないものと考えております。

ただし、今後、当社と直接の競合となる会社が出現し、または競合他社との競争が激しくなった場合

には、受注の減少や価格競争により当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

③　法的規制について

セールスプロデュース事業において行う広告・販売促進支援に係る事業活動においては、景品表示

法、特定商取引法等による規制を受ける場合があります。その他、当社は、有料職業紹介事業において厚

生労働大臣の認可を受けており、当該業務については、労働基準法、職業安定法等による規制を受けて

おります。

当社では、これらの規制に抵触するような事実はございませんが、当社が提供したサービスもしくは

商品等の品質や安全性に瑕疵が生じた場合や法令違反があった場合、または顧客において法令違反等

があった場合には、損害賠償責任等の発生や当社および当社が提供するサービスの信頼性の低下等に

より、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

　

④　知的財産権について

当社ではセールスプロデュース事業においてモバイルコンテンツ、Ｗｅｂサイト等のコンテンツの

プロデュースを行っております。当該プロデュースを行う上では、第三者の知的財産権を侵害せぬよう

調査を行っておりますが、当社の調査範囲が十分で、かつ当社の見解が妥当であるとは保証できませ

ん。

もし当社もしくは当社がサービス提供している顧客が、第三者の知的財産権を誤って侵害し、差止請
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求がなされた場合、あるいは損害賠償請求等が行われた場合には、サービスそのものの提供が出来なく

なり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

⑤　特有の取引慣行について

セールスプロデュース事業においては、案件の進捗の中で企画内容等に随時の変更が生じることが

あります。当社では取引に際しては文書での契約を交わすように努め、また継続的な取引先とは基本契

約を締結するなど、取引上のトラブルを未然に回避する努力を行っております。

しかし企画内容等に変更が生じることがあるため、止むを得ず取引内容等を確定させた契約書を締

結しないまま取引を行うこともあります。このような場合に不測の事故または紛争が生じると、文書で

の契約を締結した場合と比して解決が困難となることが考えられ、その結果、当社の業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

　

(2) 当社の事業体制について

①　小規模組織であること

当社は平成20年３月31日現在、グループ従業員計29名と組織の規模が小さく、内部管理体制も当該組

織規模に応じたものとなっております。今後も業務拡大に伴い、人員増強と内部管理体制の強化・充実

を図っていく予定であります。しかしながら、当社の求める人材が十分に確保できない場合、現在在職

している人材が流出し必要な人材を確保できなくなった場合、または当社の事業の拡大に伴い、適切か

つ十分な人的・組織的対応ができなった場合、当社の業績及び事業推進に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

　

(3) 新株予約権の行使による株式価値の希薄化について

当社は、旧商法第280条ノ20および旧商法第280条ノ21の規定に基づき、当社取締役・従業員および取引

先等に対して新株予約権を付与することを、平成16年３月25日開催の臨時株主総会において決議いたし

ました。

現在、当社は、役員３名、従業員３名(失権者を除く)に対して、貢献意欲および経営への参加意識の向上

を図るため、新株予約権いわゆるストックオプションを63個付与しております。また、取引先等に対する

新株予約権についても82個を付与しております。

これらの新株予約権の行使が行なわれた場合には、当社の１株当たりの株式価値は希薄化する可能性

があります。

また、今後も優秀な人材を確保するために、同様のインセンティブプランを継続して実施していくこと

を検討しております。従いまして、今後付与される新株予約権の行使が行なわれた場合には、当社の１株

当たりの株式価値は希薄化する可能性があります。

なお、当社の発行済株式総数は15,091株であり、これに対して、上記の新株予約権付与による潜在株式

数は290株(潜在株式を含めた株式総数に占める比率は1.9％)であります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(子会社)

株式会社インスタイル

契約先 契約項目 契約内容 契約期間

株式会社エクシング 業務委託基本契約

携帯電話向けインター
ネット接続サービス上で
行う情報提供サービスに
関する契約

自平成16年７月１日
至平成17年６月30日

(１年毎の自動更新条項付き)

　

６ 【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 財政状態の分析

(資産)

当連結会計年度末における資産合計は824,909千円（前連結会計年度比58.2％減）となりました。

流動資産は636,567千円（前連結会計年度比58.5％減）となりました。流動資産の主たる減少理由は、

受取手形及び売掛金が686,691千円減少したことによるものであります。

有形固定資産は7,870千円（前連結会計年度比67.6％減）であります。この主たる減少理由は、本社オ

フィスを減損処理したことによるものであります。無形固定資産は29,101千円（前連結会計年度比

77.4％減）であります。この主たる減少理由は、ソフトウェア及び販売権を減損処理したことによるも

のであります。また、投資その他の資産の合計は151,370千円（前連結会計年度比46.8％減）でありま

す。この主たる減少理由は、投資有価証券の評価損を計上したことによるものであります。

　

(負債)

当連結会計年度末における負債合計は489,040千円（前連結会計年度比43.3％減）となりました。

流動負債は354,840千円（前連結会計年度比52.2％減）となりました。この主たる減少理由は、支払手

形及び買掛金が343,968千円減少したことによるものであります。

固定負債は134,200千円（前連結会計年度比11.8％増）となりました。これは、長期借入金が増加した

ことによるものであります。

　

(純資産)

当連結会計年度末の純資産合計は335,869千円（前連結会計年度比69.72％減）となりました。この主

たる減少理由は、第三者割当増資により資本金及び資本準備金がそれぞれ104,190千円増加したものの、

当期純損失1,004,853千円を計上したことによるものであります。

　

  (2) キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、期首に比べて83,028千円減

少し、434,782千円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は165,424千円（前連結会計年度は27,070千円の使用）となりました。

これは主として、税金等調整前当期純損失の計上913,757千円の資金減少があったものの、投資有価証

券評価損259,853千円、減損損失321,638千円、売上債権の減少513,066千円等の資金増加があったことの

結果によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は463,442千円（前連結会計年度比62.5％増）となりました。

これは主として無形固定資産の取得による支出270,262千円、投資有価証券の取得による支出188,632

千円があったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は214,990千円（前連結会計年度比21.1％減）

となりました。

これは主に株式の発行による収入208,380千円によるものであります。
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(3) 経営成績の分析

当社グループは顧客企業の事業収益を支援するセールスプロデュース事業を積極的に推進してまいり

ました。主な実績としましては、企業アライアンスを主軸とした新規クライアント（出版会社等）との取

引が成立し、さらに継続受注しておりますエステティックサロンの広告販促支援等を中心に取り組んで

まいりました。セールスプロデュース事業につきましては、年々案件の規模が大きくなってきておりま

す。そのため、企画段階から成約に至るまでのプロセスが長期にわたるプロジェクトが多くなり、またク

ライアントとの調整の遅れなどから企画倒れとなる案件が発生し、中間期末に続き、本決算でも持ち越し

案件が発生したため、売上、利益とも未達成に終わりました。

これらの結果、当連結会計年度の売上高は、1,131,293千円（前連結会計年度比46.6％減）、売上原価は

840,975千円（前連結会計年度比44.4％減）、売上原価率は74.3％（前連結会計年度比2.9ポイント増）

となりました。

　

販売費及び一般管理費は600,392千円（前連結会計年度比38.2％増）となりました。主たる内訳は、役

員報酬が83,550千円、給与手当が85,650千円、貸倒引当金繰入額164,404千円であります。

貸倒引当金繰入額に関しましては、長期滞留債権として計上したものに関し、貸倒引当金を個別に引当

てる必要があるため、発生したものであります。

　

以上により、営業損失は310,074千円（前連結会計年度は171,654千円の営業利益）、経常損失は

328,287千円（前連結会計年度は155,370千円の経常利益）となりました。

　

また、税金等調整前当期純損失は913,757千円（前連結会計年度は137,853千円の利益）、当期純損失は

1,004,853千円（前連結会計年度は73,440千円の利益）となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度は、有形固定資産の設備投資3,629千円、中古二輪車評価査定システム及びＤＥＸＩＭＡ

ＧＥデジタルファイルβ販売権等の無形固定資産の設備投資270,262千円を行いました。

なお、当グループは、当連結会計年度において、建物及び構築物13,435千円、ソフトウェア136,933千円、販

売権171,269千円の減損損失を計上いたしました。

　

　

２ 【主要な設備の状況】

平成20年３月31日現在における、主要な設備は以下のとおりであります。

(1) 提出会社

　

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

工具器具備品 合計

本社
(東京都渋谷区)

全事業 統括業務設備 516 516 12

(注) １　金額には消費税等は含まれておりません。

２　賃借中の主な設備は次のとおりであります。

　

名称 契約面積(㎡) 年間賃借料(千円)

本社事業所 306.0 17,829

　

(2) 国内子会社

平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
工具器具
備品

合計

㈱インスタイル
東京都
渋谷区

全事業 統括業務設備 1,457 5,707 7,165 12

　

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 46,160

計 46,160

　

　

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,091 15,091
名古屋証券取引所
セントレックス

―

計 15,091 15,091 ― ―

(注)1.　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

　　　2.　提出日現在の発行数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①　平成16年３月31日発行の平成13年改正旧商法第280条ノ20および平成13年改正旧商法第280条ノ21の

規定に基づく第１回新株予約権(平成16年３月25日臨時株主総会決議)

　
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数 　２個  ２個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 ４株 ４株

新株予約権の行使時の払込金額 75,000円 同左

新株予約権の行使期間
平成18年４月１日から
平成24年２月28日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　75,000円
資本組入額　37,500円

同左

新株予約権の行使の条件

ａ　新株予約権者は、権利行使
時においても当社の取締
役、監査役または従業員
の地位にあることを要す
るものとする。ただし、当
社取締役会において承認
を得た場合にはこの限り
ではない。

ｂ　新株予約権の相続は認め
ない。

ｃ　その他新株予約権の行使
の条件は、株主総会決議
および取締役会決議に基
づき、当社と新株予約権
者との間で締結する新株
予約権割当契約に定める
ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整いたします。調整の結果、

１株未満の端数を生じるときは、これを切り捨てるものとします。

　

調整後株式数＝
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

　
２　株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整します。調整により生ずる１円未満の端数は

切り上げるものとします。

　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　
　　また、新株予約権発行後、調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行を行う場合は、次の算式(コンバージョン

・プライス方式)により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

　

調整後行使価額＝
既発行株式数×調整前行使価額＋新発行株式数×１株当り払込金額

既発行株式数＋新発行株式数
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②　平成16年７月14日発行の平成13年改正旧商法第280条ノ20および平成13年改正旧商法第280条ノ21の

規定に基づく第２回新株予約権(平成16年３月25日臨時株主総会決議)

　
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数 　61個 　59個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 　 122株 　 118株

新株予約権の行使時の払込金額 75,000円 同左

新株予約権の行使期間
平成18年４月１日から
平成24年２月28日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　75,000円
資本組入額　37,500円

同左

新株予約権の行使の条件

ａ　新株予約権者は、権利行使
時においても当社の取締
役、監査役または従業員
の地位にあることを要す
るものとする。ただし、当
社取締役会において承認
を得た場合にはこの限り
ではない。

ｂ　新株予約権の相続は認め
ない。

ｃ　その他新株予約権の行使
の条件は、株主総会決議
および取締役会決議に基
づき、当社と新株予約権
者との間で締結する新株
予約権割当契約に定める
ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整いたします。調整の結果、

１株未満の端数を生じるときは、これを切り捨てるものとします。

　

調整後株式数＝
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

　
２　株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整します。調整により生ずる１円未満の端数は

切り上げるものとします。

　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　
　　また、新株予約権発行後、調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行を行う場合は、次の算式(コンバージョン

・プライス方式)により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

　

調整後行使価額＝
既発行株式数×調整前行使価額＋新発行株式数×１株当り払込金額

既発行株式数＋新発行株式数
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③　平成16年７月14日発行の平成13年改正旧商法第280条ノ20および平成13年改正旧商法第280条ノ21の

規定に基づく第３回新株予約権(平成16年３月25日臨時株主総会決議)

　
事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数 　79個 79個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 158株 158株

新株予約権の行使時の払込金額 75,000円 同左

新株予約権の行使期間
平成16年７月14日から
平成26年２月28日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　75,000円
資本組入額　37,500円

同左

新株予約権の行使の条件

ａ　新株予約権の相続は認め
ない。

ｂ　「新株予約権の行使期
間」の規定に関わらず、
当社株式が証券取引所へ
上場した日から１年を経
過する日までは、新株予
約権の権利行使は一切で
きないものとする。

ｃ　その他新株予約権の行使
の条件は、株主総会決議
および取締役会決議に基
づき、当社と新株予約権
者との間で締結する新株
予約権割当契約に定める
ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整いたします。調整の結果、

１株未満の端数を生じるときは、これを切り捨てるものとします。

　

調整後株式数＝
調整前株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

　
２　株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整します。調整により生ずる１円未満の端数は

切り上げるものとします。

　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　
　　また、新株予約権発行後、調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行を行う場合は、次の算式(コンバージョン

・プライス方式)により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。

　

調整後行使価額＝
既発行株式数×調整前行使価額＋新発行株式数×１株当り払込金額

既発行株式数＋新発行株式数
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(3) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　

(千円)

資本金残高
　

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成15年５月20日
(注)１

430 1,030 10,750 40,750 10,750 10,750

平成15年７月４日
(注)２

3,090 4,120 ― 40,750 ― 10,750

平成16年２月14日
(注)３

200 4,320 15,000 55,750 15,000 25,750

平成16年３月30日
(注)４

300 4,620 22,500 78,250 22,500 48,250

平成16年７月16日
(注)５

4,620 9,240 ― 78,250 ― 48,250

平成17年６月６日
(注)６

2,300 11,540 244,375322,625383,525431,775

平成18年４月１日～
平成19年３月31日

(注)７
106 11,646 3,975 326,600 3,975 435,750

平成19年４月１日～
平成20年３月31日

(注)７
112 11,758 4,200 330,800 4,200 439,950

平成20年３月31日
(注)８

3,333 15,091 99,990 430,790 99,990 539,940

(注) １　有償第三者割当増資

　　割当先は、当社代表取締役中川哲也、当社取締役斎藤弘剛、当社取締役久保健一郎、株式会社アイシーシーエー、

ファインテクノロジー投資事業組合であります。

　　発行価額　　50,000円

　　資本組入額　25,000円

２　株式分割

　　平成15年６月11日開催の取締役会決議に基づき、平成15年７月４日付をもって普通株式１株を４株に分割いた

しました。

３　有償第三者割当増資

　　割当先は、株式会社エクシング、株式会社日立国際ビジネスであります。

　　発行価額　　150,000円

　　資本組入額　 75,000円

４　有償第三者割当増資

　　割当先は、株式会社インキュベーション、ファインテクノロジー投資事業組合、有限会社明光興産、沼上昌樹、

ジョンブライアンポスマン、リチャードエスマイヤーズ、他12名であります。

　　発行価額　　150,000円

　　資本組入額　 75,000円

５　株式分割

　　平成16年６月18日開催の取締役会決議に基づき、平成16年７月16日付をもって普通株式１株を２株に分割いた

しました。

６　平成17年６月６日を払込期日とする一般募集増資（ブックビルディング方式）により発行済株式数が2,300

株、資本金が244,375千円、資本準備金が383,525千円増加しております。

　 （発行価格300,000円、引受価額273,000円、発行価額212,500円、資本組入額106,250円）

７　新株予約権の権利行使

８　有償第三者割当増資

割当先は、株式会社東方ネットジャパン

　　発行価額　　 60,000円

　　資本組入額　 30,000円
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(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況

単元未満株
式の状況政府及び

地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 1 4 22 2 1 430 460 ―

所有株式数
(株)

― 432 53 8,435 3 2 6,16615,091 ―

所有株式数
の割合(％)

― 2.9 0.3 55.9 0.0 0.0 40.9 100.0 ―

 （注）１　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が94株含まれております。

２　上記「個人その他」には、自己株式が130株含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社東方ネットジャパン　　　
　　　　　　　　　　　　　　

東京都港区六本木４－８－７ 3,333 22.1

株式会社ＮＬホールディングス 東京都新宿区西新宿１－２６－２ 2,704 17.9

中川　哲也 埼玉県川口市 1,890 12.5

株式会社リソー教育 豊島区目白３－１－40目白リソービル 1,000 6.6

中川　真理子 埼玉県川口市 730 4.8

有限会社ＮＬキャピタル 東京都新宿区西新宿１－２６－２ 660 4.4

中部証券金融株式会社 名古屋市中区栄３－８－20 432 2.9

山下　正芳 東京都世田谷区 343 2.3

株式会社イチヤ 高知県高知市帯屋町１－10－18 326 2.2

大屋　廣茂 神奈川県厚木市 255 1.7

計 ― 11,673 77.4

（注）株式会社東方ネットジャパンは、平成20年３月31日に当社が第三者割当増資のため発行した株式を100％引き受

けたことにより、主要株主になっております。

　

EDINET提出書類

株式会社ＮｏｗＬｏａｄｉｎｇ(E05489)

有価証券報告書

 25/106



(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
 普通株式　　  130

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,961 14,961
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 15,091 ― ―

総株主の議決権 ― 14,961 ―

（注）１「完全議決権（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が94株（議決権94個）含まれて

　　　おります。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社NowLoading

東京都渋谷区神宮前
六丁目27番８号

130 ― 130 0.9

計 ― 130 ― 130 0.9
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

①　平成13年改正旧商法第280条ノ20および平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づく第１回新株
予約権

　
　
決議年月日 平成16年３月25日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員15名(注)

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―

(注)　従業員の退職、新株予約権の行使、取締役への昇格等により、付与対象者の取締役は１名、従業員数は１名となって

おります。

　

②　平成13年改正旧商法第280条ノ20および平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づく第２回新株
予約権

　
　
決議年月日 平成16年３月25日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役３名、当社監査役１名、従業員18名(注)

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―

(注)　従業員の退職、新株予約権の行使、取締役への昇格等により、付与対象者の取締役は２名、監査役１名、従業員数は

３名となっております。
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③　平成13年改正旧商法第280条ノ20および平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づく第３回新株
予約権

　
　
決議年月日 平成16年３月25日

付与対象者の区分及び人数 社外協力者30名(注)

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

―

(注)　新株予約権被付与者のうち、９名の行使により、付与対象者は21名となっております。

　

EDINET提出書類

株式会社ＮｏｗＬｏａｄｉｎｇ(E05489)

有価証券報告書

 28/106



２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第３号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

取締役会（平成19年５月９日決議）での決議状況
（取得期間平成19年５月10日～平成19年９月30日）

1,000 200,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 130 27,290

残存決議株式の総数及び価額の総額 870 172,710

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 87.0 86.4

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） 87.0 86.4

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　　　

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集
を行った取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った
取得自己株式

― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に
係る移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 130 ― 130 ―
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３ 【配当政策】

(1) 利益配分の基本方針

　当社は、当第６期(平成20年３月期)までは利益配当を行わず、内部留保を厚くすることで経営基盤の強化

を図る政策を実施いたしました。今後につきましては、企業体質強化のための内部留保の必要性、各期の経

営成績及び財政状況等を総合的に勘案して、配当を実施していきたいと考えております。

　また、当社の配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。当社は、会社法第

459条の規定に基づき、中間配当を取締役会の決議によって行うことができる旨を定めております。

(2) 内部留保資金の使途

　内部留保資金の使途につきましては、オフィスの増床、人員増強などの運転資金並びに将来の新規事業を

図るための準備資金等に充当したいと考えております。

　

　

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) ― ― 736,000 460,000 450,000

最低(円) ― ― 330,000 247,000 28,700

(注)　最高・最低株価は、名古屋証券取引所セントレックスにおけるものであります。

なお、当社株式は平成17年６月７日付で名古屋証券取引所セントレックスに上場しておりますので、それ以前の

株価については該当事項はありません。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 144,000116,000109,000121,000 62,000 65,000

最低(円) 115,000101,000 90,000 56,000 50,000 28,700

(注)　最高・最低株価は、名古屋証券取引所セントレックスにおけるものであります。

　

EDINET提出書類

株式会社ＮｏｗＬｏａｄｉｎｇ(E05489)

有価証券報告書

 30/106



５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役 ― 中　川　哲　也 昭和40年10月13日生

平成元年４月 株式会社リクルートフロムエー入

社

注1 1,890

平成８年１月 株式会社リクルート出向

平成11年10月 有限会社ナウローディング設立

代表取締役就任

平成14年６月 当社設立

代表取締役就任　(現任)

平成19年４月 株式会社グラムビート

代表取締役就任（現任）

平成19年10月 株式会社イメージング

代表取締役就任

取締役 ― 菅　原　秀　俊 昭和41年６月７日生

平成元年４月 株式会社大沢商会入社

注1 ―

平成６年４月 芝興産株式会社入社

平成14年９月 株式会社ブルーマーキュリー入社

営業本部第一営業部部長（現職）

平成20年１月 Ｎｉｍｂｕｓ２株式会社

代表取締役就任（現任）

平成20年６月 当社取締役就任（現任）

取締役 ― 加　藤　裕　子 昭和40年12月９日生

昭和63年４月 朝日放送株式会社入社

注1 ―

平成２年４月 株式会社マッキャンエリクソン入

社

平成８年６月 株式会社阪神ホテルシステムズ入

社

平成10年３月 株式会社オオツキプランニング入

社

平成13年５月 株式会社神戸商工貿易センター入

社

平成16年５月 アプリーレ設立代表就任（現任）

ファッションを中心とした広報・

広告、イベント企画などを業とし

ております。

平成20年６月 当社取締役就任（現任）

取締役 ― 中　川　啓　次 昭和51年12月13日生

平成13年４月 有限会社エルトレス入社

注1、4 ―

平成16年３月 有限会社ＮＬキャピタル

取締役就任（現任）

平成９年７月 株式会社よこはま会計研究所設立

代表取締役就任

平成17年12月 有限会社Ｕｐ－Ｓｅｔ設立

代表取締役就任（現任）

平成20年６月 当社取締役就任（現任）

常勤監査役 ― 君　島　敏　明 昭和16年１月26日生

昭和56年５月 株式会社ノザークインターナショ

ナル　取締役部長

注2、3 10
平成９年10月 ビーシーアイ株式会社

シニアプロデューサー

平成11年４月 株式会社サンダイアル顧問

平成16年６月 当社監査役就任　(現任)

計 1,900

（注）１　取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結のときから、平成21年３月期に係る定時株主総 会

終結の時までであります。
　 ２　監査役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結のときから、平成24年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。

３　監査役君島敏明は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

 ４　取締役中川啓次は、代表取締役社長中川哲也の弟であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営の透明性の向上を図るとともに、企業

価値を効率的に高めていくための組織体制の構築と位置づけております。

　

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①　会社の機関の基本説明

・取締役会

経営の意思決定機関であります取締役会は、取締役４名(有価証券報告書提出日現在)から構成さ

れており、経営に関する重要事項及び月々の経営目標の達成度と今後の方針・対策を討議しており

ます。取締役会においては、積極的な討議を行うことで、取締役会の活性化と同時に相互牽制を図っ

ております。

・監査役制度

当社は監査役制度を採用しており、監査役は社外監査役であります。監査役は、取締役会及び必要

に応じてその他の社内会議に出席し、適法で健全なる会社経営を行っているか否かという観点から、

取締役を監視しております。

・内部監査

当社は、内部監査担当者１名を設置し、主として会社の定めたルールに従って業務が行われている

かという観点からチェックを行い、監査役及び会計監査人との意見交換等の下、内部統制の充実を

図っております。

・弁護士及び会計監査人等その他第三者の状況

当社は企業経営や日常業務に関して、必要に応じて弁護士、公認会計士のアドバイスを受ける体制

を採用しております。また、会計監査については監査法人ウィングパートナーズと監査契約を締結

し、監査の過程を通じ、内部管理体制の弱点に関する指摘及び指導を受けております。また、監査結果

及び指摘等に関する報告についても、報告会により十分説明を受けております。

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は監査法人ウィングパートナーズに所属する赤坂満秋

氏、吉野直樹氏であり、監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士１名、その他３名であります。
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②　会社と社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係、または取引関係その他の利害関係の概要

　　　 当社の社外監査役君島敏明は、当社との間に利害関係はありません。

　

(2) リスク管理体制の整備の状況

　当社におけるリスク管理体制は、規定に定めるとおり全役職員がルールを遵守することを前提とし、管

理本部を中心に、各部門と常に連携をとり情報を共有することにより、問題の早期発見と未然防止に努め

ております。
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(3) 役員報酬及び監査報酬

第６期事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬及び監査法人に対する監査報酬は

以下のとおりであります。

役員報酬： 社内取締役に支払った報酬 53,700千円

社外取締役に支払った報酬 －千円

監査役に支払った報酬 5,250千円

計 58,950千円

監査報酬： 公認会計士法第２条第1項に規定

する業務に基づく報酬
17,480千円

上記以外の報酬 －千円

計 17,480千円

　

(4) 取締役の定数

　当社の取締役の定数は、10名以内とする旨定款に定めております。

　

(5) 取締役の選任の決議要件

　当社は取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨定款に定め

ています。

　

(6) 自己の株式の取得の決定機関

　当社は自己の株式の取得について、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の

株式を取得することができる旨定款に定めています。これは企業環境の変化に対応し、機動的な経営を遂

行することを目的とするものです。

　

(7) 中間配当の決定機関

　当社は、中間配当について、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日とし、中間配当をすること

ができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするもので

す。

　

(8) 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款

に定めています。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な

運営を行うことを目的とするものです。

　

(9) 取締役の責任免除

　当社は取締役が期待される役割を十分に発揮できるようにするため、取締役会の決議によって、取締役

（取締役であった者を含む。）の会社法第423条第１項の賠償責任について法令に定める最低責任限度額

を控除して得た額を限度として免除することができる旨定款に定めています。

　

(10) 監査役の責任免除

　当社は監査役が期待される役割を十分に発揮できるようにするため、取締役会の決議によって、監査役
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（監査役であった者を含む。）の会社法第423条第１項の賠償責任について法令に定める最低責任限度額

を控除して得た額を限度として免除することができる旨定款に定めています。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基

づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基

づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31

日まで)及び前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表につ

いては、新創監査法人の監査を受け、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度

(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日

まで)の連結財務諸表及び財務諸表については、監査法人ウィングパートナーズにより監査を受けておりま

す。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

前連結会計年度の連結財務諸表及び第５期事業年度の財務諸表

　新創監査法人

当連結会計年度の連結財務諸表及び第６期事業年度の財務諸表

　監査法人ウィングパートナーズ
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 517,810 434,782

　２　受取手形及び売掛金 849,763 163,071

　３　たな卸資産 117,149 7,442

　４　繰延税金資産 23,917 ―

　５　その他 64,399 44,978

　　　貸倒引当金 △38,625 △13,708

　　　流動資産合計 1,534,41577.8 636,56777.2

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 19,640 6,205

　　　　減価償却累計額 △2,892 16,747 △4,747 1,457

　　(2) 工具器具備品 13,352 16,518

　　　　減価償却累計額 △5,833 7,519 △10,106 6,412

　　　有形固定資産合計 24,2671.2 7,8701.0

　２　無形固定資産

　　(1) 販売権仮勘定 100,000 ―

　　(2) その他 28,874 29,101

　　　無形固定資産合計 128,8746.6 29,1013.5

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 ※1,2 187,602 118,741

　　(2) 長期貸付金 20,300 13,430

　　(3) 繰延税金資産 23,547 ―

　　(4) 長期営業債権 ― 242,675

　　(5) その他 127,635 32,189

　　　貸倒引当金 △74,682 △255,665

　　　投資その他の資産合計 284,40214.4 151,37018.3

　　　固定資産合計 437,54422.2 188,34222.8

　　　資産合計 1,971,960100.0 824,909100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 481,633 137,665

　２　短期借入金 ※2 100,000 42,500

　３　一年以内返済予定の
　　　長期借入金

※2 30,000 67,200

　４　未払法人税等 72,690 ―

　５　賞与引当金 ― 3,674

　６　その他 58,029 103,800

　　　流動負債合計 742,35337.6 354,84043.0

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※2 120,000 134,200

　　　固定負債合計 120,0006.1 134,20016.3

　　　負債合計 862,35343.7 489,04059.3

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 326,60016.5 430,79052.2

　２　資本剰余金 435,75022.1 539,94065.4

　３　利益剰余金 342,32917.4 △658,603△79.8

　４　自己株式 ― ― △27,290△3.3

　　　株主資本合計 1,104,67956.0 284,83634.5

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

△760 ―

　　　評価・換算差額等合計 △760△0.0 ― ―

Ⅲ　少数株主持分 5,6870.3 51,0326.2

　　　純資産合計 1,109,60656.3 335,86940.7

　　　負債純資産合計 1,971,960100.0 824,909100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 2,118,653100.0 1,131,293100.0

Ⅱ　売上原価 1,512,65271.4 840,97574.3

　　売上総利益 606,00128.6 290,31725.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　役員報酬 79,100 83,550

　２　給与手当 91,832 85,650

　３　賞与引当金繰入額 ― 690

　４　貸倒引当金繰入額 87,512 164,404

　５　その他 175,902434,34720.5 266,097600,39253.1

　　　営業利益又は損失
　　　(△は損失)

171,6548.1 △310,074△27.4

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 1,201 1,867

　２　受取配当金 ― 3,347

　３　消費税等還付金 ― 2,334

　４　雑収入 1,318 2,5200.1 1,418 8,9670.8

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 1,202 6,932

　２　持分法による投資損失 539 660

　３　貸倒引当金繰入額 5,367 9,297

　４　創立費 3,522 ―

　５　保険解約損 ― 9,280

　６　雑損失 8,171 18,8030.9 1,010 27,1802.4

　　　経常利益又は損失
　　　(△は損失)

155,3707.3 △328,287△29.0

　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　１　前期損益修正益 ※４ ― ― ― 23,000 23,0002.0

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※１ 17 ―

　２　投資有価証券評価損 ― 259,853

　３　関係会社株式売却損 ― 11,130

　４　固定資産売却損 ※２ ― 6

　５　減損損失 ※３ ― 321,638

　６　訴訟和解金 ※５ ― 5,000

　７　原状回復費用 ※６ ― 7,560

EDINET提出書類

株式会社ＮｏｗＬｏａｄｉｎｇ(E05489)

有価証券報告書

 39/106



　８　商品評価損 ― 3,280

　９　貸倒引当金繰入額 17,500 17,5170.8 ― 608,46953.8

　　　税金等調整前当期純利益
　　　又は損失(△は損失)

137,8536.5 △913,757△80.8

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

109,131 25,986

　　　過年度法人税、住民税
　　　及び事業税

― 13,380

　　　法人税等調整額 △35,905 73,2253.4 50,776 90,1448.0

　　　少数株主損失 8,8120.4 ―

　　　少数株主利益 ― 951 0.0

　　　当期純利益又は損失
　　　(△は損失)

73,4403.5 △1,004,853△88.8
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 322,625 431,775 268,889 1,023,289

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 3,975 3,975 ― 7,950

　当期純利益 ― ― 73,440 73,440

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

3,975 3,975 73,440 81,390

平成19年３月31日残高(千円) 326,600 435,750 342,329 1,104,679

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) ― ― ― 1,023,289

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 ― ― ― 7,950

　当期純利益 ― ― ― 73,440

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△760 △760 5,687 4,926

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

△760 △760 5,687 86,317

平成19年３月31日残高(千円) △760 △760 5,687 1,109,606
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 326,600 435,750 342,329 ― 1,104,679

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 104,190 104,190 ― ― 208,380

　当期純利益 ― ― △1,004,853 ― △1,004,853

　連結子会社株式の売却 ― ― 3,920 ― 3,920

　自己株式の取得 ― ― ― △27,290 △27,290

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

104,190 104,190△1,000,932 △27,290 △819,842

平成20年３月31日残高(千円) 430,790 539,940 △658,603 △27,290 284,836

　

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) △760 △760 5,687 1,109,606

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 ― ― ― 208,380

　当期純利益 ― ― ― △1,004,853

　連結子会社株式の売却 ― ― ― 3,920

　自己株式の取得 ― ― ― △27,290

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

760 760 45,345 46,105

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

760 760 45,345 △773,737

平成20年３月31日残高(千円) ― ― 51,032 335,869
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税金等調整前当期純利益又は損失
      (△は損失)

137,853 △913,757

　　　減価償却費 10,636 63,872

　　　貸倒引当金の増加額 110,379 156,065

　　　賞与引当金の増加額 ― 3,674

　　　受取利息及び受取配当金 △1,201 △5,214

　　　支払利息 1,202 6,932

　　　持分法による投資損失 539 660

　　　保険解約損 ― 9,280

　　　前期損益修正益 ― △23,000

　　　有形固定資産除却損 17 ―

　　　投資有価証券評価損 ― 259,853

　　　関係会社株式売却損 ― 11,130

　　　有形固定資産売却損 ― 6

　　　減損損失 ― 321,638

　　　訴訟和解金 ― 5,000

　　　商品評価損 ― 3,280

　　　原状回復費用 ― 7,560

　　　売上債権の増減額(△は増加) △411,225 513,066

　　　たな卸資産の減少額 76,763 106,426

      未収消費税等の増加額 ― △22,144

　　　その他流動資産の減少額 32,117 33,129

　　　仕入債務の増減額(△は減少) 128,903 △320,968

　　　未払消費税等の増減額(△は減少) 20,227 △12,065

　　　その他流動負債の増減額(△は減少) △4,754 30,685

　　　その他 △20,264 24,917

　　　　小計 81,195 260,028

　　　利息及び配当金の受取額 1,201 4,838

　　　利息の支払額 △2,328 △6,711

　　　訴訟和解金の支払額 ― △3,000

　　　法人税等の支払額 △107,140 △89,731

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー △27,070 165,424

　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △8,325 △3,629

　　　有形固定資産の売却による収入 ― 21

　　　無形固定資産の取得による支出 △123,961 △270,262

　　　投資有価証券の取得による支出 △139,324 △188,632

　　　連結範囲の変更を伴う子会社株式の
      売却による支出

― △8,406

　　　出資金の払込による支出 △10 ―

　　　短期貸付けによる支出 △14,500 △2,400

　　　短期貸付金の回収による収入 4,000 18,206

　　　長期貸付けによる支出 △4,800 △600

　　　長期貸付金の回収による収入 ― 300
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　　　敷金・保証金の差入による支出 △6,000 △8,251

　　　敷金・保証金の返還による収入 7,704 210

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △285,216 △463,442

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　短期借入れによる収入 200,000 42,500

　　　短期借入金の返済による支出 △100,000 △100,000

　　　長期借入れによる収入 150,000 100,000

　　　長期借入金の返済による支出 ― △48,600

　　　株式の発行による収入 7,950 208,380

　　　自己株式の取得による支出 ― △27,290

　　　少数株主への持分売却による収入 ― 40,000

　　　少数株主の払込による収入 14,500 ―

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 272,450 214,990

Ⅳ　現金及び現金同等物の減少額 △39,837 △83,028

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 557,648 517,810

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※1 517,810 434,782
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
    至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
    至　平成20年３月31日）

―――――

　当社グループは、当連結会計年度において、営業損失

310,074千円、経常損失328,287千円、当期純損失

1,004,853千円を計上いたしました。 

当該状況により、当社グループには継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在しております。 

当社グループは、当該状況を解消すべく以下の施策を実

施してまいります。 

１． グループ中長期事業計画の再構築 

　当社グループは、子会社を含め３社による事業シナ

ジーの明確化や対顧客戦略の共有化など、情報の共有と

営業の協力体制を強化し、流通事業会社からのプロ

デュース案件や、フードサービス企業、アパレル企業、食

品メーカー企業などの細分化・多様化するクライアン

トニーズに対応できる体制に早期再編成を行い業務の

効率化を図ってまいります。さらにアライアンスパート

ナー企業との連携を強化し、収益の拡大等に努めること

により黒字化を図る予定です。

２． 財務体質の改善 

  当社は、これまではセールスプロデュースが主力であ

り、本来多額な資金を（仕入）原価とするようなビジネ

スモデルではありませんでした。しかし、多様化するク

ライアントニーズへの対応に向けて、新たに参入する事

業や事業のプロジェクト化への資金投入が不可欠であ

ると考えております。そのために現在、新たな資金調達

の検討を行っております。今後とも積極的に新規クライ

アントとの事業展開を推進すると同時に、財務基盤の強

化を図ってゆく予定です。

　上記の施策により、継続企業の前提に関する重要な疑

義を解消できるものと判断しております。連結財務諸表

は継続企業を前提として作成されており、このような重

要な疑義の影響を反映しておりません。 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。

　①　連結子会社の数　３社

　②　連結子会社の名称

　　㈱インスタイル

　　㈱Japan Produce

　　㈱グラムビート

　　上記３社につきましては、当連結会

計年度において新たに設立したた

め、連結の範囲に含めております。

　

すべての子会社を連結しております。

　①　連結子会社の数　２社

　②　連結子会社の名称

　　㈱インスタイル

　　㈱ビーフォーシー

　　（旧社名：㈱Japan Produce）

　　なお、前連結会計年度において連結

子会社でありました㈱グラムビート

については株式の売却により連結の

範囲から除外しております。

２　持分法の適用に関する事

項

①　持分法を適用した関連会社の会社

数　１社

②　関連会社の名称　アクアプレス㈱

　

①　持分法を適用した関連会社の会社

数　　１社

②　関連会社の名称　アクアプレス㈱

　

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の株式会社グラムビート

の決算日は９月30日であり、連結決算

日と異なっております。連結財務諸表

の作成においては、３月31日に仮決算

を行っております。

　

　連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。

４　会計処理基準に関する事

項

　(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

　

　

(イ)　有価証券

　ａ　関連会社株式

　　　　移動平均法による原価法によって

おります。

　ｂ　その他有価証券

　　　　時価のあるもの 

　　　　　期末日の市場価格等に基づく時

価法

　　　　(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動

平均法により算定)によって

おります。

　

　

(イ)　有価証券

　ａ　関連会社株式

　　　　　　　同左

　

　ｂ　その他有価証券

　　　　時価のあるもの 

　　　　　　　同左

　

　

　

　

　

　　　　時価のないもの

　　　　　移動平均法による原価法によっ

ております。

　　　　時価のないもの

　　　　　　　同左

(ロ)　たな卸資産

　ａ　商品、製品、仕掛品

　　　　個別法による原価法によっており

ます。

　ｂ　貯蔵品

　　　　最終仕入原価法によっておりま

す。

　

(ロ)　たな卸資産

　ａ　商品、製品、仕掛品

　　　　　　　同左

　

　ｂ　貯蔵品

　　　　　　　同左

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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　(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

(イ)　有形固定資産

　　定率法によっております。

 

　　　主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

　　　建物　　　　　８年～10年

　　　工具器具備品　４年～８年

　　　なお取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については、法人税法

の規定に基づく３年均等償却に

よっております。

(イ)　有形固定資産

　　定率法によっております。

（会計方針の変更）

　法人税の改正（（所得税法等の

一部を改正する法律平成19年3月

30日　法律第6号）及び（法人税法

施行令の一部を改正する政令平成

19年3月30日　政令83号））に伴

い、当連結会計年度から平成19年4

月1日以降に取得したものについ

ては、改正後の法人税法に基づく

方法に変更しております。

　この方法による当連結会計年度

への影響は軽微であります。

（追加情報）

　当連結会計年度から、平成19年3

月31日以前に取得したものについ

ては、償却可能限度額まで償却が

終了した翌年から5年間で均等償

却する方法によっております。

　この方法による当連結会計年度

への影響は軽微であります。

 

　　　主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

　　　建物　　　　　８年～10年

　　　工具器具備品　４年～８年

　　　　　　　同左

(ロ)　無形固定資産

　　自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(３年

～５年)に基づく定額法によってお

ります。

　

(ロ)　無形固定資産

　　　　　　　同左

　(3) 重要な引当金の計上基

準

(イ)　貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(ロ)　―――――

(イ)　貸倒引当金

　　　　　　　同左

 

(ロ)　賞与引当金

　　従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

当連結会計年度に見合う分を計上し

ております。

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(4) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　

消費税等の会計処理

　　　　　　　同左
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５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法によってお

ります。

　

　　　　　　　同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　当連結会計年度において、のれん及び

負ののれんは発生しておりません。

　

　　　　　　　同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引出可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

　

　　　　　　　同左
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会計方針の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号　平成17年12月９日）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　また、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は
1,061,173千円であります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける財務諸表については、改正後の財務諸表等規則に

より作成しております。

（ストック・オプション等に関する会計基準）

　当事業年度より「ストック・オプション等に関する

会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　

企業会計基準第８号）及び「ストック・オプション等

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会

　最終改正　平成18年5月31日　企業会計基準適用指針第

11号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

（役員賞与に関する会計基準）

　当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用してお

ります。

　これによる損益に与える影響はありません。

（企業結合に係る会計基準等）

　当事業年度より「企業結合に係る会計基準」（企業

会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12

月27日　企業会計基準第7号）並びに「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準委員会　最終改正　平成18年12月22日　企業会

計基準適用指針第10号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

―――――

―――――
―――――
―――――

　

表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

―――――

（連結貸借対照表）

１　　前連結会計年度において投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりました「長期営業債

権」（前連結会計年度69,050千円）は、金額が総

資産の100分の５超過したため、当連結会計年度よ

り区分掲記することに変更いたしました。

２　　前連結会計年度において区分掲記しておりました

「未払法人税等」（当連結会計年度21,085千円）

は、金額が総資産の100分の５以下となったため、

当連結会計年度より流動負債の「その他」に含め

て表示することに変更いたしました。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　関連会社に対するものは、下記のとおりでありま

す。

投資有価証券（株式） 660千円

※１　関連会社に対するものは、下記のとおりでありま

す。

投資有価証券（株式） 0千円

　２　―――――――　　　 ※２　担保資産

　短期借入金42,500千円、一年以内長期返済予定の

長期借入金30,000千円及び長期借入金90,000千円

の担保として、投資有価証券106,826千円を供して

おります。

　３　偶発債務

　有限会社住建ハウスより、不動産媒介報酬金とし

て1,390万円の支払いを求めて平成19年４月16日

付で那覇地方裁判所に訴訟を提起されており係属

中です。これに対し、当社は、本訴状による請求を

到底承服しかねるとともに、法令解釈としても許

容され得るものではないと認識しており、断固と

して争う所存であります。

　３　偶発債務

買掛金の支払担保として、当社を振出人とする支

払手形10,897千円を仕入先に差し入れておりま

す。　
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

工具器具備品 17千円

　１　―――――――

　２　――――――― ※２　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

工具器具備品 6千円

　３　――――――― ※３　当社グループは、以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。

用途 種類 場所

セールスプロ

デュース事業用

事務所設備及び

無形固定資産

建物

ソフトウェア

販売権

 

本社事務所

東京都渋谷区

 

　　　当社グループは、原則として、事業用資産については

経営管理上の事業区分を基準としてグルーピングを

行っており、遊休資産については個別資産ごとにグ

ルーピングを行っております。

　　　当連結会計年度において、急速な事業環境変化により

業績が悪化したセールスプロデュース事業に係る資

産グループ、及び事業の用に供していない資産グ

ループの帳簿価格を、回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（321,638千円）として特別損失

に計上いたしました。

　　　その内訳は、建物13,435千円、ソフトウェア136,933千

円、販売権171,269千円であります。

　回収可能価額は使用価値により測定しております。

なお、セールスプロデュース事業に係る資産グルー

プの回収可能価額は使用価値により測定しておりま

すが、将来キャッシュ・フローがマイナスであるた

め、割引計算は行っておりません。

 

※４　前期損益修正益　　　　　　23,000千円

　　　取引先との取引解消に伴うものであります。

※５　訴訟和解金　　　　　　 　　5,000千円

　　　㈲住建ハウスより提起された不動産媒介報酬金の
　　　和解支払いであります。　

※６　原状回復費用               7,560千円

　　　事務所の移転に伴う費用であります。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 11,540 106 ― 11,646

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　新株予約権の行使による増加　　　106株

　
２　自己株式に関する事項

　
該当事項はありません。

　
３　新株予約権等に関する事項

　

会社名 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)前事業年度末 増加 減少

当連結
会計年度末

提出会社

第１回新株予約権 普通株式 36 ― 16 20 ―

第２回新株予約権 普通株式 262 ― 80 182 ―

第３回新株予約権 普通株式 300 ― 56 244 ―

合計 598 ― 152 446 ―

　
４　配当に関する事項

　　該当事項はありません。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 11,646 3,445 ― 15,091

　
（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　第三者割当増資による増加　　　　3,333株

　新株予約権の行使による増加　　　　112株

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) ― 130 ― 130

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　市場買付による増加　　　　　　　　130株

　
３　新株予約権等に関する事項

会社名 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)前事業年度末 増加 減少

当連結
会計年度末

提出会社

第１回新株予約権 普通株式 20 ― 16 4 ―

第２回新株予約権 普通株式 182 ― 60 122 ―

第３回新株予約権 普通株式 244 ― 86 158 ―

合計 446 ― 162 284 ―

(注)　減少の株数には新株予約権の行使のほか、従業員の退職による失効50株を含んでおります。
　
４　配当に関する事項

　　該当事項はありません。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 517,810千円

現金及び現金同等物 517,810千円

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 434,782千円

現金及び現金同等物 434,782千円
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース契約１件当たりのリース料総額が300万円を超え

るリース物件がないため記載を省略しております。 　同左
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成19年３月31日)

　１．その他有価証券で時価のあるもの

　

区分

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

取得原価
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

差額

（千円） （千円） （千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

①　株式 ― ― ―

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

①　株式 138,124 136,842 △1,281

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 138,124 136,842 △1,281

合計 138,124 136,842 △1,281

　

２．時価評価されていない有価証券

区分

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

　非上場株式
50,100

子会社及び関連会社株式

　関連会社株式
660
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当連結会計年度(平成20年３月31日)

　１．その他有価証券で時価のあるもの

　

区分

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

取得原価
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

差額

（千円） （千円） （千円）

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

①　株式 ― ― ―

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

①　株式 274,756 103,196 △171,560

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 274,756 103,196 △171,560

合計 274,756 103,196 △171,560

　

２．時価評価されていない有価証券

区分

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

　非上場株式
15,544

子会社及び関連会社株式

　関連会社株式
0
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。
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(退職給付関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容
　

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月25日 平成16年３月25日 平成16年３月25日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　15名
当社取締役　３名
当社監査役　１名
当社従業員　18名

社外協力者30名

株式の種類及び付与数 普通株式　54株　(注) 普通株式　306株　(注) 普通株式　300株　(注)

付与日 平成16年３月31日 平成16年７月14日 平成16年７月14日

権利確定条件

　新株予約権者は、権利行使
時においても当社の取締
役、監査役または従業員の
地位にあることを要するも
のとする。ただし、当社取締
役会において承認を得た場
合にはこの限りではない。
　新株予約権の相続は認め
ない。
　その他新株予約権の行使
の条件は、株主総会決議お
よび取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者と
の間で締結する新株予約権
割当契約に定めるところに
よる。

　新株予約権者は、権利行使
時においても当社の取締
役、監査役または従業員の
地位にあることを要するも
のとする。ただし、当社取締
役会において承認を得た場
合にはこの限りではない。
　新株予約権の相続は認め
ない。
　その他新株予約権の行使
の条件は、株主総会決議お
よび取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者と
の間で締結する新株予約権
割当契約に定めるところに
よる。

新株予約権の相続は認めな
い。
　「新株予約権の行使期
間」の規定に関わらず、当
社株式が証券取引所へ上場
した日から１年を経過する
日までは、新株予約権の権
利行使は一切できないもの
とする。
　その他新株予約権の行使
の条件は、株主総会決議お
よび取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者と
の間で締結する新株予約権
割当契約に定めるところに
よる。
　

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはあり
ません。

対象勤務期間の定めはあり
ません。

対象勤務期間の定めはあり
ません。

権利行使期間 　　平成18年4月 1日から
　　平成24年2月28日まで

　 平成18年4月 1日から
　 平成24年2月28日まで

　 平成16年7月14日から
　 平成26年2月28日まで

（注）株式数に換算して記載しております。

なお、平成16年３月25日決議分のストック・オプションにつきましては、平成16年７月16日付株式分割(１株に

つき２株)による分割後の株式数に換算して記載しております。

　

(2)　ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成19年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ

ンの数については、株式数に換算して記載しております。

　なお、平成16年３月25日決議分のストック・オプションにつきましては、平成16年７月16日付株式分割（１株に

つき２株）による分割後の株式数に換算して記載しております。
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①　ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月25日 平成16年３月25日 平成16年３月25日

権利確定前

　期首(株) 36 262 ―

　付与(株) ― ― ―

　失効(株) ― ― ―

　権利確定(株) 36 262 ―

　未確定残(株) ― ― ―

権利確定後

　期首(株) ― ― 300

　権利確定(株) 36 262 ―

　権利行使(株) 12 38 56

　失効(株) 4 42 ―

　未行使残(株) 20 182 244

　

②　単価情報

　

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月25日 平成16年３月25日 平成16年３月25日

権利行使価格(円) 75,000 75,000 75,000

行使時平均株価(円) 370,800 359,250 341,600

付与日における公正な
評価単価（円）

― ― ―
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容
　

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月25日 平成16年３月25日 平成16年３月25日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員　15名
当社取締役　３名
当社監査役　１名
当社従業員　18名

社外協力者30名

株式の種類及び付与数 普通株式　54株　(注) 普通株式　306株　(注) 普通株式　300株　(注)

付与日 平成16年３月31日 平成16年７月14日 平成16年７月14日

権利確定条件

　新株予約権者は、権利行使
時においても当社の取締
役、監査役または従業員の
地位にあることを要するも
のとする。ただし、当社取締
役会において承認を得た場
合にはこの限りではない。
　新株予約権の相続は認め
ない。
　その他新株予約権の行使
の条件は、株主総会決議お
よび取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者と
の間で締結する新株予約権
割当契約に定めるところに
よる。

　新株予約権者は、権利行使
時においても当社の取締
役、監査役または従業員の
地位にあることを要するも
のとする。ただし、当社取締
役会において承認を得た場
合にはこの限りではない。
　新株予約権の相続は認め
ない。
　その他新株予約権の行使
の条件は、株主総会決議お
よび取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者と
の間で締結する新株予約権
割当契約に定めるところに
よる。

新株予約権の相続は認めな
い。
　「新株予約権の行使期
間」の規定に関わらず、当
社株式が証券取引所へ上場
した日から１年を経過する
日までは、新株予約権の権
利行使は一切できないもの
とする。
　その他新株予約権の行使
の条件は、株主総会決議お
よび取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者と
の間で締結する新株予約権
割当契約に定めるところに
よる。
　

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはあり
ません。

対象勤務期間の定めはあり
ません。

対象勤務期間の定めはあり
ません。

権利行使期間 　　平成18年4月 1日から
　　平成24年2月28日まで

　 平成18年4月 1日から
　 平成24年2月28日まで

　 平成16年7月14日から
　 平成26年2月28日まで

（注）株式数に換算して記載しております。

なお、平成16年３月25日決議分のストック・オプションにつきましては、平成16年７月16日付株式分割(１株に

つき２株)による分割後の株式数に換算して記載しております。

　

(2)　ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度（平成20年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプショ

ンの数については、株式数に換算して記載しております。

　なお、平成16年３月25日決議分のストック・オプションにつきましては、平成16年７月16日付株式分割（１株に

つき２株）による分割後の株式数に換算して記載しております。
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①　ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月25日 平成16年３月25日 平成16年３月25日

権利確定前

　期首(株) ― ― ―

　付与(株) ― ― ―

　失効(株) ― ― ―

　権利確定(株) ― ― ―

　未確定残(株) ― ― ―

権利確定後

　期首(株) 20 182 244

　権利確定(株) ― ― ―

　権利行使(株) 6 20 86

　失効(株) 10 40 ―

　未行使残(株) 4 122 158

　

②　単価情報

　

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年３月25日 平成16年３月25日 平成16年３月25日

権利行使価格(円) 75,000 75,000 75,000

行使時平均株価(円) 280,000 252,667 225,000

付与日における公正な
評価単価（円）

― ― ―
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(税効果会計関係)

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　(繰延税金資産)

賞与引当金 3,214千円

貸倒引当金 45,167

未払事業税 5,587

法定福利費 393

税務上の繰越欠損金 2,721

その他有価証券評価差額金 521

繰延税金資産小計 57,605

評価性引当額 △9,841

繰延税金資産合計 47,763

　(繰延税金負債)

未実現損益の消去 △298千円

繰延税金負債合計 △298

繰延税金資産の純額 47,465

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　(繰延税金資産)

賞与引当金 1,214千円

貸倒引当金 109,601

未払事業税 445

法定福利費 142

減価償却 8,626

減損損失 130,874

投資有価証券評価損 105,734

関係会社株式評価損 1,063

税務上の繰越欠損金 100,511

その他 3,391

繰延税金資産小計 461,605

評価性引当額 △461,605

繰延税金資産合計 ―

繰延税金資産の純額 ―

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.7％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2

留保金課税 2.2

住民税均等割等 0.4

持分法適用に伴う投資損失 0.2

評価性引当額の増減 7.1

その他 1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 53.1％

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
　　　税金等調整前当期純損失が計上されているため　
　　記載を省略しております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

当社及び連結子会社の事業は、セールスプロデュース業の単一セグメントでありますので、事業の種

類別セグメント情報は記載しておりません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当社及び連結子会社の事業は、セールスプロデュース業の単一セグメントでありますので、事業の種

類別セグメント情報は記載しておりません。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

在外連結子会社及び在外支店がないため記載しておりません。

　

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

在外連結子会社及び在外支店がないため記載しておりません。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

海外売上高がないため記載しておりません。

　

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

海外売上高がないため記載しておりません。
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【関連当事者との取引】

　前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　　該当事項はありません。

　

　当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

役員及び個人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等（当社
会社等の子
会社を含
む）

㈲ N L

キャピ

タル

東京都

新宿区

 

3,000持分の所有
被所有

直接　4.4

兼任

　１人

当社の

株主

株式消費貸

借契約
117,081― ―

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等（当社
会社等の子
会社を含
む）

㈱ エ

シック

ス

東京都

港区

 

258,940

ビジネスモ

デリング事

業

―
兼任

　なし

事業提携

先

長期営業債

権の代物弁

済

158,000
長期営業

債権
106,975

(取引条件及び取引条件の決定方針等)

１　㈲NLキャピタルとの株式消費貸借契約の取引条件は、契約日における貸付株式の市場価格を勘案し双方協議の上決

定しております。

２　㈱エシックスとの取引条件は、市場価格を勘案し双方協議の上決定しております。

３　㈱エシックスは、当社の取締役であった川尻明克が代表取締役であり、かつ持分の77.8％を支配する会社でありま

す。なお、川尻明克は、平成19年10月17日をもって、当社の取締役を辞任しており関連当事者に該当しなくなりまし

た。従って、取引金額については関連当事者であった期間について、期末残高は関連当事者でなくなった時点のも

のを記載しております。

(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。
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(企業結合等関係)

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　　該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 94,789円57銭 19,038円61銭

１株当たり当期純利益又は損失
(△は損失)

6,339円08銭 △86,367円84銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

 

6,118円42銭

 

  潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期純
損失が計上されているため記載を省
略しております。

　

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度
平成19年３月31日

当連結会計年度
平成20年３月31日

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 1,109,606 335,869

普通株式に係る純資産額(千円) 1,103,919 284,836

差額の主な内訳(千円)

　　少数株主持分 5,687 51,032

普通株式の発行済株式数(株) 11,646 15,091

普通株式の自己株式数(株) ― 130

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

11,646 14,961

　

２　１株当たり当期純利益又は損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　１株当たり当期純利益又は損失

　連結損益計算書上の当期純利益又は損失
  (△は損失)(千円)

73,440 △1,004,853

　普通株式に係る当期純利益又は損失(△は損失)
  (千円)

73,440 △1,004,853

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式の期中平均株式数(株) 11,585 11,635

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　当期純利益調整額(千円) ― ―

　普通株式増加数（株） 417 ―

　(うち新株予約権)(株) (417) (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式
の概要

―
新株予約権３種類
（株式の数　284株）
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(重要な後発事象)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく

自己株式の取得

　当社は、平成19年５月９日開催の取締役会において、会

社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを

決議いたしました。

　

(1)理由 ： 経済情勢の変化に対応した

た機動的な経営を行うため

(2)取得する株式の種類： 普通株式

(3)取得する株式の数： 1,000株を上限

(4)株式取得価額の総額： ２億円を上限

(5)自己株式取得の期間： 平成19年５月10日から

平成19年９月30日まで

　当社は、平成20年2月28日及び平成20年3月31日におい

て、Nimbus2株式会社と金銭消費貸借契約を締結し、その

借入の担保として連結子会社である株式会社インスタイ

ルの発行済普通株式1,063株を提供しておりましたが、返

済期日である平成20年４月15日に返済を履行できなかっ

たため、同日付で株式会社インスタイルの株式はNimbus2

株式会社への代物弁済の対象となっております。

(1)代物弁済の対象とな

   る株式の銘柄

： ㈱インスタイル（連結子会

社）

(2)当連結子会社の事業

   内容及び規模

： インターネットでの情報提

供サービス事業及びコンテ

ンツ開発・制作事業

（平成20年3月期業績）

　売上高　　366,762千円

　経常利益　 70,711千円

　当期純利益 38,454千円

　総資産　　461,022千円

　純資産　　394,283千円

(3)代物弁済の対象とな

   る株式の種類及び数

： 普通株式    1,063株

(4)代物弁済金額 ： 42,500千円

(5)代物弁済前の当社の

   持株数と持株比率

： 5,000株　　83.3％

(6)代物弁済後の当社の

   持株数と持株比率

： 3,937株　　65.6％
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　　　　　該当事項はありません。
　

　

　

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 100,000 42,500 2.0 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 30,000 67,200 2.424 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

120,000 134,200 2.512
平成22年5月6日～
　平成24年3月23日

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 250,000 243,900 2.398 ―

(注) １　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額は以下

のとおりであります。

　

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 67,200 37,000 30,000 ―

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 140,143 194,053

　２　受取手形 ― 2,919

　３　売掛金 821,599 104,895

　４　商品 110,833 ―

　５　仕掛品 4,257 ―

　６　貯蔵品 703 790

　７　前払費用 6,477 1,893

　８　繰延税金資産 18,938 ―

　９　短期貸付金 25,000 15,963

　10　立替金 587 ―

　11　預け金 30,359 ―

　12　未収消費税等 ― 22,144

　13　その他 502 3,298

　　　貸倒引当金 △39,138 △14,397

　　　流動資産合計 1,120,26359.7 331,56042.3

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 17,764 4,328

　　　　減価償却累計額 △2,715 15,048 △4,328 ―

　　(2) 工具器具備品 5,134 3,541

　　　　減価償却累計額 △3,792 1,342 △3,024 516

　　　有形固定資産合計 16,3910.9 516 0.1

　２　無形固定資産

　　(1) 販売権仮勘定 100,000 ―

　　(2) ソフトウェア 7,645 5,658

　　(3) 電話加入権 85 85

　　　無形固定資産合計 107,7315.7 5,7430.7

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 ※2 186,942 118,741

　　(2) 関係会社株式 356,079 300,000

　　(3) 出資金 10 10

　　(4) 長期貸付金 15,500 8,990

　　(5) 破産更生債権等 136 ―

　　(6) 長期前払費用 80 ―

　　(7) 繰延税金資産 27,512 ―

　　(8) 敷金保証金 18,568 26,609

　　(9) 保険積立金 16,480 ―

　　(10) 長期営業債権 69,050 242,675

　　貸倒引当金 △57,182 △251,665

　　投資その他の資産合計 633,17633.7 445,36056.9

　　固定資産合計 757,29940.3 451,62157.7

　　資産合計 1,877,563100.0 783,181100.0
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前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 462,298 95,469

　２　短期借入金 ※1,2 140,000 212,761

　３　一年以内返済予定の長期
　　　借入金

※2 30,000 67,200

　４　未払金 8,042 27,862

　５　未払費用 12.584 20,451

　６　未払法人税等 26,898 9,651

　７　未払消費税等 13,761 ―

　８　前受金 ― 2,264

　９　預り金 2,804 1,653

　10　賞与引当金 ― 2,372

　　　流動負債合計 696,38937.1 439,68656.2

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※2 120,000 134,200

　　　固定負債合計 120,0006.4 134,20017.1

　　　負債合計 816,38943.5 573,88673.3

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 326,60017.4 430,79055.0

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 435,750 539,940

　　　資本剰余金合計 435,75023.2 539,94068.9

　３　利益剰余金

　　(1) その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 299,583 △734,145

　　　　利益剰余金合計 299,58316.0 △734,145△93.7

　４　自己株式 ― ― △27,290△3.5

　　　株主資本合計 1,061,93356.6 209,29426.7

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

△760 ― ―

　　　評価・換算差額等合計 △760△0.1 ― ―

　　　純資産合計 1,061,17356.5 209,29426.7

　　　負債純資産合計 1,877,563100.0 783,181100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 1,863,508100.0 669,999100.0

Ⅱ　売上原価

　１　製品期首たな卸高 ─ ─

　２　当期製品製造原価 1,057,997 473,663

　　　　合計 1,057,997 473,663

　３　製品期末たな卸高 ─ ─

　４　製品売上原価 1,057,997 473,663

　５　商品期首たな卸高 174,166 110,833

　６　当期商品仕入高 295,500 ─

　　　　合計 469,666 110,833

　７　商品期末たな卸高 110,833 ─

　８　商品売上原価 358,8331,416,83076.0 584,497584,49787.2

　　　売上総利益 446,67824.0 85,50212.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1 371,59520.0 458,37468.5

　　　営業利益又は損失
　　　(△は損失)

75,0824.0 △372,872△55.7

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 1,000 1,116

　２　受取配当金 ─ 3,347

　３　消費税等還付金 ─ 2,334

　４　雑収入 ※2 8,564 9,5640.5 2,340 9,1381.4

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 ※2 1,202 12,619

　２　貸倒引当金繰入額 5,367 5,297

　３　保険解約損 ─ 9,280

　４　雑損失 8,166 14,7370.8 1,010 28,2074.2

　　　経常利益又は損失
　　　(△は損失)

69,9103.7 △391,940△58.5

　

前事業年度
(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　１　前期損益修正益 ※6 ─ ─ ─ 23,000 23,0003.4

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※3 17 ─

　２　投資有価証券評価損 ─ 259,853

　３　関係会社株式売却損 ─ 11,130
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　４　固定資産売却損 ※4 ─ 6

　５　減損損失 ※5 ─ 321,638

　６　訴訟和解金 ※7 ─ 5,000

　７　原状回復費用 ※8 ─ 7,560

　８　関係会社株式評価損 9,420 9,4370.5 ─ 605,18890.3

　　　税引前当期純利益
      又は損失(△は損失)

60,4733.2 △974,129△145.4

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

64,669 290

　　　過年度法人税、住民税
      及び事業税

─ 13,380

　　　法人税等調整額 △34,890 29,7781.6 45,928 59,5998.9

　　　当期純利益又は損失
　　　(△は損失)

30,6941.6 △1,033,729△154.3
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製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　労務費 3,825 0.4 1,939 0.4

Ⅱ　外注費 1,036,50999.3 467,39699.6

Ⅲ　経費 ※１ 3,545 0.3 70 0.0

当期総製造費用 1,043,880100.0 469,406100.0

期首仕掛品たな卸高 18,873 4,257

　合計 1,062,254 473,663

期末仕掛品たな卸高 △4,257 ─

当期製品製造原価 1,057,997 473,663

(注)　※１　主な内訳は、次のとおりであります。

　

項目 前事業年度 当事業年度

通信費 1,553千円 ─千円

地代家賃 1,125千円 ─千円

　

(原価計算の方法)

実際個別原価計算を実施しております。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計資本準備金 資本剰余金合計

その他利益

剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 322,625 431,775 431,775 268,889 268,8891,023,289

事業年度中の変動額

　新株の発行 3,975 3,975 3,975 ― ― 7,950

　当期純利益 ― ― ― 30,694 30,694 30,694

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) 3,975 3,975 3,975 30,694 30,694 38,644

平成19年３月31日残高(千円) 326,600 435,750 435,750 299,583 299,5831,061,933

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) ― ― 1,023,289

事業年度中の変動額

　新株の発行 ― ― 7,950

　当期純利益 ― ― 30,694

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△760 △760 △760

事業年度中の変動額合計(千円) △760 △760 37,884

平成19年３月31日残高(千円) △760 △760 1,061,173
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 326,600435,750435,750299,583299,583 ― 1,061,933

事業年度中の変動額

　新株の発行 104,190104,190104,190 ― ― ― 208,380

　当期純利益 ― ― ― △1,033,729△1,033,729 ― △1,033,729

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― △27,290△27,290

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計

(千円)
104,190104,190104,190△1,033,729△1,033,729△27,290△852,639

平成20年３月31日残高(千円) 430,790539,940539,940△734,145△734,145△27,290 209,294

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) △760 △760 1,061,173

事業年度中の変動額

　新株の発行 ― ― 208,380

　当期純利益 ― ― △1,033,729

　自己株式の取得 ― ― △27,290

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

760 760 760

事業年度中の変動額合計

(千円)
760 760 △851,879

平成20年３月31日残高(千円) ― ― 209,294
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
    至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
    至　平成20年３月31日）

―――――

　当社は、当事業年度において、営業損失372,872千円、経

常損失391,940千円、当期純損失1,033,729 千円を計上

いたしました。企画プロジェクト案件の進行により、売

上予算計上が目標を下回ったこと。また、売掛債権のう

ち回収困難とされる債権の会計処理にて、大幅な貸倒引

当金計上いたしました。 

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が

存在しております。 

　当社は、当該状況を解消すべく以下の施策を実施して

おります。 

１． 各プロジェクト管理の一元化

当社は、プロジェクト間の調整及び進捗管理や与信管理

の強化ならびに改善を行い、あわせてリスク管理とク

ロージングプロセスを一元管理してまいりました。ま

た、与信管理の強化のために、外部の調査機関や同サー

ビスの積極的活用でリスク軽減を進めております。これ

らの諸策により、業務の効率性と受注後の未回収リスク

の大幅な軽減に努め、損益の黒字化を図る予定です。

　２．財務体質の改善

当社は、これまではセールスプロデュースが主力であ

り、本来多額な資金を（仕入）原価とするようなビジネ

スモデルではありませんでした。しかし、多様化するク

ライアントニーズへの対応に向けて、新たに参入する事

業や事業のプロジェクト化への資金投入が不可欠であ

ると考えております。そのために現在、新たな資金調達

の検討を行っております。今後とも積極的に新規クライ

アントとの事業展開を推進すると同時に、財務基盤の強

化を図ってゆく予定です。

　上記の施策により、継続企業の前提に関する重要な疑

義を解消できるものと判断しております。財務諸表は継

続企業を前提として作成されており、このような重要な

疑義の影響を反映しておりません。 
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法によってお

ります。

(2) その他有価証券

時価のあるもの

　　期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)を採用しております。

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

　

(2) その他有価証券

時価のあるもの

同左

　

　

　

時価のないもの

　　移動平均法による原価法によってお

ります。

時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品、製品、仕掛品

　　個別法による原価法によっておりま

す。

(2) 貯蔵品 

　　最終仕入原価法によっております。

―――――

　
(2) 貯蔵品

同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

 

　　主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。

建物 ８年～10年

工具器具備品 ４年～８年

(1) 有形固定資産

　　定率法によっております。

（会計方針の変更）

　法人税の改正（（所得税法等の

一部を改正する法律平成19年3月

30日　法律第6号）及び（法人税法

施行令の一部を改正する政令平成

19年3月30日　政令83号））に伴

い、当事業年度から平成19年4月1

日以降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づく方

法に変更しております。

　この方法による当事業年度への

影響は軽微であります。

（追加情報）

　当事業年度から、平成19年3月31

日以前に取得したものについて

は、償却可能限度額まで償却が終

了した翌年から5年間で均等償却

する方法によっております。

  この方法による当事業年度への

影響は軽微であります。

　　主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。

建物 ８年～10年

工具器具備品 ４年～８年

　　なお取得価額が10万円以上20万円未

満の資産については、法人税法の規

定に基づく３年均等償却によってお

ります。

　　なお取得価額が10万円以上20万円未

満の資産については、法人税法の規

定に基づく３年均等償却によってお

ります。

(2) 無形固定資産

　　自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(３年

～５年)に基づく定額法によってお

ります。

(2) 無形固定資産

同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(2) ―――――

(1) 貸倒引当金

同左

 

(2) 賞与引当金

　　従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

当事業年度に見合う分を計上してお

ります。

５　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

同左
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会計方針の変更

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年

12月９日）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　また、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

1,061,173千円であります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

財務諸表については、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。

　

―――――――

（ストック・オプション等に関する会計基準）

　当事業年度より「ストック・オプション等に関する会計

基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業会

計基準第８号）及び「ストック・オプション等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　最終改正　

平成18年5月31日　企業会計基準適用指針第11号）を適用

しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　

　―――――――

（役員賞与に関する会計基準）

　当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会

計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　

　―――――――

（企業結合に係る会計基準等）

　当事業年度より「企業結合に係る会計基準」（企業会計

審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業

会計基準第7号）並びに「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　最

終改正　平成18年12月22日　企業会計基準適用指針第10

号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　

　―――――――

　

表示方法の変更

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表)

　前事業年度において区分掲記しておりました「立替

金」(当事業年度317千円)は、金額が総資産の100分の１

以下となったため、当事業年度より流動資産の「その

他」に含めて表示することに変更いたしました。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　関係会社に係わるものが次の通り含まれており

　　　ます。

売掛金 11,753千円

買掛金 1,415千円

短期借入金 40,000千円

　

※１　関係会社に係わるものが次の通り含まれており

　　　ます。

短期借入金 170,261千円

　

　２　―――――――　　　 ※２　担保資産

　短期借入金42,500千円、一年以内長期返済予定の

長期借入金30,000千円及び長期借入金90,000千円

の担保として、投資有価証券106,826千円を供して

おります。

　３　偶発債務

　有限会社住建ハウスより、不動産媒介報酬金とし

て1,390万円の支払いを求めて平成19年４月16日

付で那覇地方裁判所に訴訟を提起されており係属

中です。これに対し、当社は、本訴状による請求を

到底承服しかねるとともに、法令解釈としても許

容され得るものではないと認識しており、断固と

して争う所存であります。

　３　偶発債務

買掛金の支払担保として、当社を振出人とする支

払手形10,897千円を仕入先に差し入れておりま

す。　　
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

貸倒引当金繰入額 88,025千円

役員報酬 66,600千円

給与手当 80,545千円

賞与 8,534千円

業務委託費 10,815千円

減価償却費 5,181千円

地代家賃 26,663千円

支払報酬 16,222千円

おおよその割合

　販売費 28.6％

　一般管理費 71.4％

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

貸倒引当金繰入額 164,581千円

役員報酬 58,950千円

給与手当 51,076千円

販売権償却 28,730千円

業務委託費 9,225千円

減価償却費 25,179千円

地代家賃 25,314千円

支払報酬 31,056千円

おおよその割合

　販売費 40.1％

　一般管理費 59.9％

※２　関係会社に係わるものが、7,255千円含まれてお

　　　ります。

　　　

※２　関係会社に係わるものが、以下のとおり含まれ

　　　ております。　　　

支払利息 5,687千円

雑収入 1,200千円

※３　固定資産除却損の内訳は、以下のとおりです。

工具器具備品 17千円

　３　――――――

　４　―――――― ※４　固定資産売却損の内訳は、以下のとおりです。

工具器具備品 6千円

　５　――――――― ※５　当社は、以下の資産グループについて減損損失を計

上しました。

用途 種類 場所

セールスプロ

デュース事業用

事務所設備及び

無形固定資産

建物

ソフトウェア

販売権

 

本社事務所

東京都渋谷区

 

　　　当社は、原則として、事業用資産については経営管理

上の事業区分を基準としてグルーピングを行ってお

り、遊休資産については個別資産ごとにグルーピン

グを行っております。

　　　当事業年度において、急速な事業環境変化により業績

が悪化したセールスプロデュース事業に係る資産グ

ループ、及び事業の用に供していない資産グループ

の帳簿価格を、回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（321,638千円）として特別損失に計上

いたしました。

　　　その内訳は、建物13,435千円、ソフトウェア136,933千

円、販売権171,269千円であります。

　回収可能価額は使用価値により測定しております。

なお、セールスプロデュース事業に係る資産グルー

プの回収可能価額は使用価値により測定しておりま

すが、将来キャッシュ・フローがマイナスであるた

め、割引計算は行っておりません。

※６　前期損益修正益　　　　　　23,000千円

　　　取引先との取引解消に伴うものであります。

※７　訴訟和解金　　　 　　　　　5,000千円

　　　㈲住建ハウスより提起された不動産媒介報酬金の
　　　和解支払いであります。

※８　原状回復費用　　　　　　　 7,560千円

　　　事務所移転に伴う費用であります。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　自己株式に関する事項

　

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) ― 130 ― 130

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　市場買付による増加　　　　　　　　130株
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　リース契約１件当たりのリース料総額が300万円を超え

るリース物件がないため記載を省略しております。

同左

　

　

(有価証券関係)

前事業年度(平成19年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

当事業年度(平成20年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　(繰延税金資産)

賞与引当金 1,632千円

貸倒引当金 38,254

未払事業税 2,008

法定福利費 199

関係会社株式評価損 3,833

その他有価証券評価差額金 521

繰延税金資産計 46,450

　
　

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　(繰延税金資産)

賞与引当金 684千円

貸倒引当金 108,045

減価償却 8,572

法定福利費 83

減損損失 130,874

投資有価証券評価損 105,734

関係会社株式評価損 574

税務上の繰越欠損金 95,247

その他 3,076

繰延税金資産小計 452,892

評価性引当額 △452,373

繰延税金資産計 519

　(繰延税金資産)

未収事業税否認 △519千円

繰延税金負債計 △519

繰延税金資産の純額 ―

　
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

　法定実効税率 40.7％

　(調整)

　交際費等永久に損金に算入されない項目 2.3

　留保金課税額 4.9

　住民税均等割等 0.5

　その他 0.8

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.2％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

　　　税引前当期純損失が計上されているため　
　　記載を省略しております。
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(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

当該事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当該事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 91,119円13銭 13,989円33銭

１株当たり当期純利益又は損失
(△は損失)

2,649円42銭 △88,849円77銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益

 

2,557円20銭

 

  潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期純
損失が計上されているため記載を省
略しております。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の

合計額(千円)
1,061,173 209,294

普通株式に係る純資産額(千円) 1,061,173 209,294

普通株式の発行済株式数(株) 11,646 15,091

普通株式の自己株式数(株) ― 130

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

の数(株) 11,646 14,961

　

　

２　１株当たり当期純利益又は損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり当期純利益又は損失

　損益計算書上の当期純利益又は損失(△は損失)
  (千円)

30,694 △1,033,729

　普通株式に係る当期純利益又は損失(△は損失)
  (千円)

30,694 △1,033,729

　普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

　普通株式の期中平均株式数(株) 11,585 11,635

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　当期純利益調整額(千円) ─ ─

　普通株式増加数(株) 417 ─

　(うち新株予約権)(株) (417) (─)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

─
新株予約権３種類

（株式の数284株）
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(重要な後発事象)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく

自己株式の取得

　当社は、平成19年５月９日開催の取締役会において、会

社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを

決議いたしました。

　

(1)理由 ： 経済情勢の変化に対応した

た機動的な経営を行うため

(2)取得する株式の種類： 普通株式

(3)取得する株式の数： 1,000株を上限

(4)株式取得価額の総額： ２億円を上限

(5)自己株式取得の期間： 平成19年５月10日から

平成19年９月30日まで

　当社は、平成20年2月28日及び平成20年3月31日におい

て、Nimbus2株式会社と金銭消費貸借契約を締結し、その

借入の担保として連結子会社である株式会社インスタイ

ルの発行済普通株式1,063株を提供しておりましたが、返

済期日である平成20年４月15日に返済を履行できなかっ

たため、同日付で株式会社インスタイルの株式はNimbus2

株式会社への代物弁済の対象となっております。

(1)代物弁済の対象とな

   る株式の銘柄

： ㈱インスタイル（連結子会

社）

(2)当連結子会社の事業

   内容及び規模

： インターネットでの情報提

供サービス事業及びコンテ

ンツ開発・制作事業

（平成20年3月期業績）

　売上高　　366,762千円

　経常利益　 70,711千円

　当期純利益 38,454千円

　総資産　　461,022千円

　純資産　　394,283千円

(3)代物弁済の対象とな

   る株式の種類及び数

： 普通株式    1,063株

(4)代物弁済金額 ： 42,500千円

(5)代物弁済前の当社の

   持株数と持株比率

： 5,000株　　83.3％

(6)代物弁済後の当社の

   持株数と持株比率

： 3,937株　　65.6％
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(千円)

投資有価証券 その他有価証券 株式会社リソー教育 36,856 103,196

日本複合医療施設株式会社 167 10,434

株式会社イメージング 1,000 3,372

株式会社グラムビート 90 1,738

計 118,741

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

　建物 17,764 ―
13,435
(13,435)

4,328 4,328 1,613 ―

　工具器具備品 5,134 ― 1,593 3,541 3,024 526 516

有形固定資産計 22,898 ―
15,028
(13,435)

7,870 7,353 2,140 516

無形固定資産

　販売権仮勘定 100,000104,761
176,031
(171,269)

28,73028,73028,730 ―

　ソフトウェア 10,079158,000
137,075
(136,933)

31,00325,34523,0545,658

　電話加入権 85 ― ― 85 ― ― 85

無形固定資産計 110,165262,761
313,107
(308,203)

59,81954,07551,7845,743

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注)　１　ソフトウェアの増加は、中古二輪車評価査定システムの取得によるものであります。

　　　２　販売権の増加は、DEXIMAGEデジタルファイルβの取得によるものであります。

　　　３　当期減少額のうち、（　）内は内書きで減損損失の計上であります。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

 貸倒引当金(注) 96,321 204,593 136 34,715 266,062

賞与引当金 ― 2,372 ― ― 2,372

(注)　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

ａ　現金及び預金

区分 金額(千円)

現金 23

預金の種類 当座預金 10,897

普通預金 183,131

計 194,029

合計 194,053

　

ｂ　受取手形

イ　相手先別内訳

相手先 金額(千円)

東映㈱ 2,919

計 2,919

　

ロ　期日別内訳

期日別 金額(千円)

平成20年４月満期 2,919

計 2,919

　

ｃ　売掛金

イ　相手先別内訳

相手先 金額(千円)

(株)総合科学出版 78,750

(株)イメージング 12,157

(株)リソー教育 5,308

(株)アイ・ウェイブ・デザイン 3,675

(株)はせがわ 2,730

その他 2,274

計 104,895

　

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

期首残高(千円)
　
(Ａ)

当期発生高(千円)
　
(Ｂ)

当期回収高(千円)
　
(Ｃ)

当期末残高(千円)
　
(Ｄ)

回収率(％)
　

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

821,599 703,499 1,420,203 104,895 93.1 240.3
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(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

　

ｄ　関係会社株式

銘柄 金額(千円)

㈱インスタイル 250,000

㈱ビーフォーシー 50,000

計 300,000

　

e　長期営業債権

銘柄 金額(千円)

㈱エシックス 106,975

㈱カテルン 52,500

沖縄ＲＶリゾート開発㈱ 32,500

エニーユーザー㈱ 23,699

インターネットカード㈱ 15,750

その他 11,250

計 242,675
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②　負債の部

ａ　買掛金

相手先 金額(千円)

ネイチャーテクノロジー㈱ 73,185

㈱バルク 10,897

㈱インタースペース 7,110

㈱イー・マーケティング 1,633

㈱doordoor 630

その他 2,012

計 95,469

　

ｂ　短期借入金

区分 金額(千円)

㈱インスタイル 127,105

㈱ビーフォーシー 43,156

Ｎｉｍｂｕｓ2㈱ 42,500

計 212,761

　

c　一年以内返済予定の長期借入金

区分 金額(千円)

商工組合中央金庫 37,200

株式会社三井住友銀行 30,000

計 67,200

　

ｄ　長期借入金

区分 金額(千円)

商工組合中央金庫 44,200

株式会社三井住友銀行 90,000

計 134,200

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎決算日の翌日から３ヶ月以内

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、10株券

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所
三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店
野村証券株式会社　本店及び全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

　　取扱場所 ―

　　株主名簿管理人 ―

　　取次所 ―

　　買取手数料 ―

公告掲載方法

電子広告により行います。ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを
得ない事由が生じたときは日本経済新聞に掲載します。
なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次の通りです。
http://www.nowloading.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 自己株券買付状況報告書

証券取引法第24条の６第１項に基づく自己株券買付状況報告書を平成19年６月14日関東財務局長に提出

(2) 自己株券買付状況報告書の訂正報告書

証券取引法第24条の６第２項に基づく自己株券買付状況報告書の訂正報告書を平成19年６月15日関東財

務局長に提出

(3) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第５期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)平成19年７月２日関東財務局長に提出

(4) 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度　第５期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)有価証券報告書の訂正報告書を平成19年

７月９日関東財務局長に提出

(5) 自己株券買付状況報告書

証券取引法第24条の６第１項に基づく自己株券買付状況報告書を平成19年７月12日関東財務局長に提出

(6) 自己株券買付状況報告書

証券取引法第24条の６第１項に基づく自己株券買付状況報告書を平成19年８月７日関東財務局長に提出

(7) 自己株券買付状況報告書

証券取引法第24条の６第１項に基づく自己株券買付状況報告書を平成19年９月11日関東財務局長に提出

(8) 自己株券買付状況報告書

金融商品取引法第24条の６第１項に基づく自己株券買付状況報告書を平成19年10月12日関東財務局長に

提出

(9) 半期報告書

事業年度　第６期中(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)平成19年12月28日関東財務局長に提出

(10) 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度　第５期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)有価証券報告書の訂正報告書を平成20年

３月５日関東財務局長に提出

(11) 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度　第５期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)有価証券報告書の訂正報告書を平成20年

３月13日関東財務局長に提出

(12) 有価証券届出書及びその添付書類

第三者割当にかかる有価証券届出書を平成20年３月14日関東財務局長に提出

(13) 臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定

（主要株主の異動）に基づく臨時報告書を平成20年４月１日関東財務局長に提出

　

EDINET提出書類

株式会社ＮｏｗＬｏａｄｉｎｇ(E05489)

有価証券報告書

 98/106



　

EDINET提出書類

株式会社ＮｏｗＬｏａｄｉｎｇ(E05489)

有価証券報告書

 99/106



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月29日

株式会社NowLoading

取締役会　御中

新創監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　柳　澤　義　一　　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　早　川　和　志　　　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社NowLoadingの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連

結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社NowLoading及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年５月９日開催の取締役会において、自己株式を取

得することを決議している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月30日

株式会社NowLoading

取締役会　御中

監査法人ウィングパートナーズ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　赤　　坂　　満　　秋　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　吉　　野　　直　　樹　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社NowLoadingの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場からこの連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社NowLoading及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

　

追記情報

１　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社グループは、当連結会計年度に営業損失

310,074千円、経常損失328,287千円、当期純損失1,004,853千円を計上したことにより、会社グループには継続

企業の前提に関する重要な疑義が存在している。

当該状況の解消に関する中長期事業計画の要旨は当該注記に記載されている。

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には

反映していない。

２　重要な後発事象として、会社は平成20年２月28日及び平成20年３月31日にNimbus２株式会社と金銭消費

貸借契約を締結し、その借入の担保として連結子会社である株式会社インスタイルの発行済普通株式を提供

していたが、返済期日である平成20年４月15日に返済を履行できなかったため、同日付で同株式をNimbus２株

式会社への代物弁済の対象とした旨の記載がある。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
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以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月29日

株式会社NowLoading

取締役会　御中

新創監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　柳　　澤　　義　　一　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　早　　川　　和　　志　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社NowLoadingの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第５期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社NowLoadingの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年５月９日開催の取締役会において、自己株式を取

得することを決議している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月30日

株式会社NowLoading

取締役会　御中

監査法人ウィングパートナーズ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　赤　　坂　　満　　秋　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　吉　　野　　直　　樹　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため「経理の状況」に掲

げられている株式会社NowLoadingの平成19年４月1日から平成20年３月31日までの第６期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場からこの財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社NowLoadingの平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成

績の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

１　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、当事業年度に営業損失372,872千円、経

常損失391,940千円、当期純損失1,033,729千円を計上したことにより、会社には継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在している。

当該状況の解消に関する施策は当該注記に記載されている。

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映して

いない。

２　重要な後発事象として、会社は平成20年２月28日及び平成20年３月31日にNimbus２株式会社と金銭消費

貸借契約を締結し、その借入の担保として連結子会社である株式会社インスタイルの発行済普通株式を提供

していたが、返済期日である平成20年４月15日に返済を履行できなかったため、同日付で同株式をNimbus２株

式会社への代物弁済の対象とした旨の記載がある。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

以　上
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※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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